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「マネジャーが多忙を極めている」

「マネジャーの役割を見直さなくては」

近年よく聞かれる声だ。

役割見直しの動きもある。

 

しかし、状況が改善したという話は聞こえてこない。

 

それは、氷山の一角だけを見ているからだ。

水面下に隠れた本当の問題を見出していないからだ。

マネジメントの機能への着目が欠落しているのだ。

 

この報告書は、自ら事業を率いて、戦略達成のために、

組織のあり方を見直そうとしている

部長のためにつくられたものである。
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本当の問題は、
こうした言葉の奥に
潜んでいるの
かもしれない。

基本的にコミ
ュニケーション

の質も量も足
りてない。



マネジャーをめぐる
現状と課題 01

CHAPTER

「事業環境や顧客ニーズの変化を常にウォッチ＆

把握し、その変化に事業戦略や打ち手をフィット

させていくこと」

「コンプライアンス強化の中、もちろん必要なもの

もあるけれど、too muchなものもあって仕事が

物理的に増えている」

　従業員の働き方の変化、コンプライアンス強化

に伴う手続きの増加など、マネジャーの負担は増

している。ところが、上記のコメントを見ると、マネ

ジャーを取り巻く環境の変化は、社内手続きの増

加にとどまらない。グローバル展開に伴う国ごと

の規制への対応やチームでの価値 創造の仕組

みの検討、デジタル化が進んだことによってローン

チしてから調整するといったビジネス上の価値創

造のプロセスそのものの見直しを伴う変化も見ら

れている。

　このように個人や組織を取り巻く環境が大きく

変化し、複雑性を増す中、既存の枠組みを残した

ままでマネジャーの仕事だけを見直すことにはも

はや限界が来ている。変化のスピードが緩やかで、

技術や専門性の寿命が長かった時代に確立した、

事業の生み出し方やそれを拡大していくための

組織構造を変化させることなく、いまだ使い続け

ている企業も多い。だが、事業の前提が変わって

いるにもかかわらずマネジャーを取り巻く組織構

造が以前と同じでは、そのツケがマネジャーに集

中するのは当然だろう。

　マネジャーの負担が増加している。働き方改革

への対応やメンバーへの個別支援の強化、管理

職希望者の減少など、マネジャーを取り巻く環境

は複雑性を増している。事業環境に目を向けると

DXやグローバル化の進展など変化のスピードは

速く、予測し得ない事象への対応も増加している。

実際に大手企業の部長からは以下のような声が

あがっている。

「グローバル展開に伴い、各国ごとの法制度や規

制に適応する必要がある。これが業務の複雑化

を招いている」

「デジタル化が進む中で、調整機能がより重視さ

れる状態になっている。プロジェクトが少人数で

スピーディに立ち上がる一方で、煮詰まりきらな

いままローンチされることが増えている」

「従業員の働き方が多様化することで、マネジャー

に調整やサポートの負担が集中している」

「営業は、既に事業のモデルが変化している。顧

客がいて、売上を伸ばせる人が上に立ってという

環境はもう終わっている。一匹狼でやっている強

い人はほとんどいなくなって、組織でチームをつ

くって価値を創造することが求められている」

「労働環境や顧客ニーズの変化に対する柔軟な

対応が難しい。新規事業への挑戦やイノベーショ

ン推進に対する心理的抵抗が組織としてある」

「事業環境が多様化・高度化する中で、ビジネススタイ

ルの変化に対応するスキルの変容ができていない」

マネジャーの負担の増大、複雑化する役割に、企業はどう対応すればいいのだろうか。働き方の多様化、
コンプライアンス強化、DXの進展など、様々なところで同時多発的に進んでいる大きな変化に対して、企
業はどのような打ち手を講じていけばいいのだろうか。一部の企業では、マネジャーの権限の見直しや職
務内容の明確化、マネジャーが担当しない仕事を明確にするなど、業務分担の見直しなどを検討している
が、対症療法のケースも多く、それだけでは根本的な解決には至らない。今必要なのは、組織における  

「マネジメントの機能」 を見直し、事業戦略と整合させることだ。本章では、マネジャーを取り巻く環境の
変化を整理し、企業が直面している課題を明らかにする。そして、マネジメントの本質的な機能を再構築
するための視点を提示する。
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マネジメントの課題は、いま、山積みだ。

デジタル化やグローバル化が顧客価値やビジネスプロセスを急速に変える中、

組織内部ではコンプライアンス対応や人材育成がますます重くのしかかっている。

多くの企業で、マネジャーの多忙さを解消するための対策が講じられているものの、

それらは表面的な対応にとどまっている。

この問題の本質は、事業構造そのものが大きく変化しているという現実だ。

変化を見据えた事業戦略をどう設計するのか、

そしてその戦略を支える組織戦略をどう構築するのか。

こうした問いに正面から向き合い、

現場の課題を仕入れながら事業の土台を再構築できるのは、

現場に最も近いファーストラインを掌握する部長に他ならない。

今こそ、マネジメントの機能そのものを編みなおし、組織の未来を描き直す時である。

本報告書では、この転換期に求められる視点とアプローチを明らかにする。

Case 1  丸井グループ

Case 2  ゆめみ
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1950年代

1980年代後半頃

2000年代 2020年代

組織の目標
達成に向け、
人材を最適に
活用・育成する
仕組みの運用

日々の仕事を指示
し、モニタリング
し、コントロールす
るという日常的な
パフォーマンスの
管理・監督

● 上司や関連部
署、外部の関係者
への影響力の発揮
● 予算・コスト・品
質面の計画策定お
よび管理といった
中長期業務の主導
を担う

● 組織全体の競争力を高めるため、 長
期視点での人材戦略の策定・戦略的な人
材開発がより強く求められる
● 客観的な評価と予測に基づいた人材
管理

部下の業務の
管理・監督

部下の業務の
管理・監督

部下の業務の
管理・監督

部下の業務の
管理・監督

プレイング業務

外部 / 組織間
調整、中長期
の業務

外部 / 組織間
調整、中長期
の業務

プレイング業務

外部 / 組織間
調整、中長期
の業務

＜現状の事業課題への対応や将来に向けた課題の
取り入れ＞
● 全社戦略と事業戦略の関係を理解する
● 事業推進上の課題を洗い出し、 そこから変革の
方策を考え、それを戦略に落とし込む

組織の目標
達成に向け、
人材を最適に
活用・育成する
仕組みの運用

事業課題へ
の対応、将来
に向けた課題
の仕入れと
戦略づくり4.7

0 20 40 60 80 100%

16.6 60.2 18.5

そう思わない どちらかといえばそう思わない どちらかといえばそう思う そう思う

現在のマネジャーの仕事は、1年前と比べて、複雑さを増していると思いますか。Q

図表3  年代別管理職役割の変化
参照 ：リクルートマネジメントソリューションズ 『 中間管理職のオーバーワークを乗り越える4つのアプローチ』（2024）

図表1  氷山モデル

できごと マネジャーの
負担が増大している

ビジネスの構造
そのものの変化と、
そのための本質的な
議論が必要

構造

見えている部分

見えていない部分

はいつまでたってもたどり着けない。

　そもそもマネジャーは何をする人なのか、ドラッ

カーは、1950年代にマネジャーの５つの仕事と

して「目標を設定する」「組織する」「動機づけとコ

ミュニケーションを図る」「評価測定をする」「人材

を開発する」を挙げている。70年が経ち、技術革

新が進む中、マネジャーの仕事はどのように変化

してきたのだろうか。

　図表2はマネジャーの仕事について、その仕事が

複雑さを増したかどうかを部長に尋ねた結果だ。

わずか1年間の変化を聞いたにもかかわらず、「複

雑さを増している」にそう思うと回答した部長は、

78.7％に上る。

　各企業にマネジャーの仕事を見直す理由を尋

ねたところ、以下のような声が聞かれた。

「マネジャーが忙しすぎるから」
「マネジャーのジョブディスクリプションが明確で
なく仕事がどんどん増え続けている」
「女性管理職を増やしたいが、今の忙しいままで
は成り手がいない」
「若手が辞めてしまう。組織によるワークエンゲー
ジメントの差が大きい。マネジャーに期待する事
柄を明確にして必要な研修をしようと思う」

　マネジャーが多忙であることを理由に多くの企

業がマネジャーの仕事について見直しを検討して

いる。これらを見る限り多くの企業においては、右

の「氷山モデル」の表面に現れた、マネジャーが多

忙であること、マネジャーの成り手不足といった、

組織内において既に発生している問題の解決策

を模索しているようだ。

　この状態を以下の氷山モデルで整理すると、マ

ネジャーの負担増大という問題は見えているが、

その出来事を起こしているビジネスの構造そのも

のを見た本質的な議論がおこなわれていないと

いうことではないだろうか。

　もはや現在の組織構造を前提にマネジャーの

仕事をどう減らすべきかという議論を繰り返して

いても対症療法にすぎない。現在の事業課題を

どう解決するのか、中長期の事業戦略を見越し

た組織をどうつくるのか、という本質的な議論に

なく、デジタル化やグローバル化によりビジネス構

造がそもそも変化する中で、マネジャーには既存の

事業戦略を見直し、新規事業に向けた探索をおこ

なうために現場で課題を仕入れながら新しい価

値を生み出すことが求められているからといえる。

　この「課題の仕入れ」について、埼玉大学准教

授の宇田川元一氏は著書『企業変革のジレンマ：

「構造的無能化」はなぜ起きるのか』の中で詳し

く述べている。宇田川氏は、 経営者だけでなく現

場 に 最 も近 いフ ァ ーストライ ン を任され たマネ

ジャーこそが、課題の構造を捉え改善策を考える

必要があること、現場の課題を「仕入れる」能力

が欠けている組織では、現場と経営層の間に断

絶が生じ、環境変化への対応力が低下するリスク

があると指摘している。変化が速いと、経営層が

認識する課題と現場の実態とのギャップが広が

る。そのため現場での判断力を強化することが、

企業の持続的な成長の鍵となる。

　ここまでの議論をもとに、マネジャーの仕事を整

理してみると図表3のようになる。つまり、現代のマ

ネジャーは、取り巻く事業環境が多様化・高度化

する中で、既存事業のシステムの見直しや課題の

仕入れ、中長期の事業成長を見据えたビジネス

プランの立案や人材の育成といった仕事を任され

ている。業務が立ち行かなくなるのも無理はない

だろう。

　さらに、複雑性を増している要因について尋ね

ると、これまでに多く指摘されてきたのと同様、メ

ンバーの多様な働き方への対応、社内外の問題

解決や調整、コンプライアンスの順守、目標達成

や仕事の遂行などが上位5位までにあがる。これ

らはいずれも「部下の業務の管理・監督」「外部／

組織間調整」など、組織において定められた業務

を実行する1980年代からの職務だ。以前から続

いている職務であるが、その内容はより複雑性を

増しているということだろう。ここで着目したいの

は27.1％が「複雑さを増している理由」として回

答して い る「新し い 価 値 や イノベーションの 創

出」、24.6％が理由に挙げた「重要な戦略テーマ

の推進」だ。

　チャールズ・Ａ・オライリー氏（スタンフォード大学

経営大学院教 授）とマイケル・Ｌ・タッシュマン氏

（ハーバード・ビジネススクール教授）が著した『両

利きの経営』では、「主力事業の絶え間ない改善

（知の深化）」と「新規事業に向けた実 験と行動

（知の探索）」を両立させる重要性が経営に対して

示された。調査結果を見ると、現代はこの２つがマ

ネジャーに求められており、主力事業においても

重要な戦略テーマの推進（知の深化）や、新しい

価値やイノベーションの創出（知の探索）がマネ

ジャーの仕事を複雑にしていることが示されてい

る。つまり、社内的な管理業務の複雑さだけでは

マネジャーの仕事の
見直しをおこなう理由

図表2  マネジャーの仕事の複雑化（1年前との比較）

C
H

A
P

T
E

R
0

1

04 05



図表4  マネジャーの仕事の見直し内容

マネジャーの判断で仕事を完結できるように、マネジャーの裁量を増やした

マネジャーの判断で仕事を完結できるように、権限の範囲を明確にした

マネジャーの仕事の一部をメンバーが引き受けるようにした

マネジャーの仕事の一部を部長が引き受けるようにした

テクノロジーを導入して、仕事の効率を上げた

仕事の進め方を見直し、マネジャーが出席する会議を減らした

マネジャーが担当しない仕事を決めた

仕事の進め方を見直し、マネジャーへの報告が必要な項目を減らした

マネジャーの仕事をマニュアル化・標準化した

マネジャーの仕事の一部を人事などバックオフィス部門が引き受けるようにした

テクノロジーを導入し、メンバーの経歴や得意分野を把握しやすくした

特に何もしていない

32.0（％）

27.8

26.2

23.5

20.8

13.3

13.2

12.1

10.9

8.7

5.2

16.6

マネジャーの権限を見直す

マネジャーの仕事を分担する

マネジャーが担当しない仕事を明確にする

特に何もしていない

※あてはまるものをすべて回答する
複数回答のため、合計値は100％にならない。

Q マネジャーが担う仕事について、見直しをおこなったことはありますか。
見直した内容についてあてはまるものをすべてお答えください。

現場で即座に戦術を変えられる戦略を立てる

様々な断片的な事象から、環境変化の兆しを見出す行為のことをカール・E・ワイクは「イ
ナクトメント(enactment)」と呼び、変化の兆しに対して意味を構築していくプロセスをセ
ンスメイキングと呼びました。特に、このイナクトメントは、組織の動的な能力に深く依存
しています。

結局、環境変化の認知ができていないと適切な経営方針を立てることはできないのです。
成熟した組織では構造的な慣性が働くため、同じやり方を繰り返す方が、目前の成果を
生み出すことへの不確実性が下がるため合理的行動になります。しかし、その結果、環
境変化を認知することが難しくなるのです。これを打破するには、経営方針を柔軟に見
直すことが必要です。 経営方針を変えることを通じて、現場レベルでも環境変化の認知
が容易になります。
経営戦略を構築するには、外部環境で起きている変化を社内の文脈の中で意味を構築
できる能力を組織的に構築することが求められます。

サッカーの例だとわかりやすいと思いますが、個人の技量だけでは限界があるため、チー
ム全体としての戦術のイメージを常に共有しながら動かないとならない。また状況の変
化に対して、チームとして機動的に認知を切り替えられることも必要です。これらができ
るようになるには、何を狙ってどう動くのかを日頃の練習で共通化させる必要があります。
このように現場で即座に戦術を変えられる状況をつくり出すためには、監督がしっかりと
長期的な戦略と具体的な戦術を構築できなければならない。もし監督が戦略を描けて
いなければ、チームは選手の個々の技量に頼るほかなくなってしまいます。

　宇田川氏は、また各部門のマネジャー以下のメン

バーが全社方針と事業戦略の関係を理解し、事

業推進上の課題を洗い出したうえで、日々の戦略

に落とし込むプロセスが不可欠だと強調している。

　以上のように、マネジャーの仕事は、組織内部の

変化と外部環境の変化という2つの要因により、ま

すます複雑化している。多くの企業では、対症療

法的に組織内部の変化に注目し、業務を他の人

に割り振 る、業務量を削減 するといった対応を

取っている。しかし、外部環境の変化に目を向ける

と、企業組織において現場に最も近いファーストラ

インマネジャーだけが、現在の事業課題を解決し、

新たな事業を生み出すうえでこれまで以上に重要

な役割を担う存在であることがわかる。

　では、今後のマネジャーの仕事をどのように再定

義し、現代の複雑な環境に対応するべきなのだろ

うか。本レポートでは、これまでに記した問題意識

の観点からマネジャーの仕事を再構築し、より効

果的なマネジメントを実現するための方策につい

て検討する。

Colum
n

埼玉大学経済経営系大学院准教授
宇田川 元一いう本質的な議論には至らない。

　 現 場 に 最 も近 いフ ァ ーストラ イ ン に い るマネ

ジャーだからこそ、本質的な課題を捉え、改善策

を考え、現在および将来の事業の種を拾うことが

できる。マネジャーの多忙さを理由に業務を分担

すると、マネジャーの負担は減るかもしれないが、

事業課題への対応や将来に向けた課題の仕入

れは難しくなる。このままでは、マネジャー本来の

価値を活かした組織運営が実現できない。

　現在起こっている出来事の背景を認識すること

の重要性について、宇田川氏は、事業変革が進ま

ず、利益率の低下やイノベーションの停滞を招く

原因は、事業の最適化が組織の断片化を引き起

こし、必要な変化が滞る構造的な問題にあると

指摘している。

　著 書 は 経営者を主な 対 象として いるが、マネ

ジャー以下のメンバーにも焦点を当てており、彼ら

の役割として「全社戦略・変革施策のアップデー

ト」の重要性を挙げている。宇田川氏の指摘を踏

まえ、現場の事業推進者としてのマネジャーの役

割をより具体的に検討するため、同氏へのインタ

ビューを実施した。

　一部の企業はマネジャーの仕事の見直しに着

手している。課長に求められる仕事が複雑化、増

加している中、どのように見直されているのか、部

長に聞いた。企業が講じている対策には3つの

方向性がある。

　1つ目は、マネジャーの権限を見直す方法であ

る。マネジャーの権限を拡大し、仕事を完結できる

仕組みを整え、承認プロセスを簡略化している。

これにより、マネジャーは全体像を把握しやすくな

り、仕事のマネジメントにも集中できる。

　2つ目は、仕事を分担する取り組みである。一部

の業務をメンバーや部長、テクノロジーに任せ、マ

ネジャーが自分の仕事に専念できる環境を整え

る方法だ。

　3つ目は、担当しない仕事を明確にする方法で

ある。業務の中から「しない仕事」を決め本当に担

うべき業務を絞り込む。選定された「しない仕事」

を誰が担当するのかも検討し、業務の分担を見

直している。しかし、冒頭でも述べたように、マネ

ジャーの仕事を分担し負担を軽減するだけでは、

現在の事業課題をどう解決するのか、今後の事

業戦略を見越した組織づくりをどう進めるのかと

マネジャーの仕事は
どのように見直されているのか

C
H

A
P

T
E

R
0

1

06 07



図表5  機能と役割の違い

機能 役割

組織全体の中で果たしている構造的・制度的な働き 機能を前提に期待される行動や責任の範囲定義

組織の目的をどう達成するか問い 何をするべきか

例 現場での課題を取り込む、情報の流通を円滑に
する、チームのモチベーションを維持するなど

チームの目標達成をサポートする、 メンバー
の育成をおこなう、 業務の進捗を管理する

出典 ： 経営学史学会（監修）／佐々木 恒男（編著）『ファヨール ： ファヨール理論とその継承者たち』（2013）

図表6  ファヨールによる管理の5つの機能

1  予測・計画 将来を検討し、活動計画を作成すること 

2  組織化 権限と責任の種類を割り付け、企業の物的ならびに社会的な二重の組織を構成すること 

3  指揮・命令 計画を実行させること、従業員を作業に就かせること 

4  調整 あらゆる活動とすべての努力を結合し、一元化し、調和させること 

5  統制 監視と修正、すべての活動が確立された基準にのっとり、命令通りにおこなわれることを確保すること 

機能を前提に、主に「何をするべきか」という問い

に応えるものである。

　つまり、「機能」の考え方がベースにあって、その

上に「役割」がある。事業戦略を踏まえたうえで組

織におけるマネジメントにどのような機能を求める

のかを決める。そして、それを前提にマネジャーの

役割を決めることが可能になる。

　このように、組織の成長や事業拡大において、マ

ネジメントの機能の適切な設計は極めて重要で

ある。特に、事業環境の変化が激しい現代では、

マネジメントの機能を固定せず、状況に応じた柔

軟な見直しが求められる。例えば、急成長するス

タートアップと安定経営の大企業では、求められ

る機能は大きく異なる。スタートアップでは、顧客

ニーズの分析、資源活用、商品へのフィードバック

が重要となる。一方、大企業ではマーケティングへ

のフィードバック、他部署との調整が求められる。

　また、近年のデジタル技術の進化も、マネジメント

の機能に変革を迫っている。例えば、データ分析を

活用した意思決定や、ローンチ後の柔軟な見直し

など、仕事の進め方そのものが変化している中で、

個々の意思決定を支援し、複雑な問題にチームと

して対峙するためのチーミング機能も重視されて

いる。組織の目指す方向性に合致したマネジメント

の機能を設計することが、今後の企業経営に不可

欠だ。以降で、経営学の研究文脈を確認しておこう。

　事業戦略上の課題に組織として向き合うため

に、ファーストラインのマネジメントはどうあるべき

なのか。

　この問いに向かうために、本プロジェクトでは、

マネジャーの役割を見直すのではなく、組織にお

けるマネジメントの機能に着目した。

　組織における、「機能」と「役割」は似ているよう

に思えるが、それぞれが指す内容には明確な違

いがある。

　「機能」は、組織全体の中で果たしている構造

的・制度的な働きを指す。例えば、現場での課題

を取り込む、情報の流通を円滑にする、チームの

モチベーションを維持するなど、組織運営に不可

欠な要素として位置づけられる。「機能」は、組織

全体の仕組みや戦略の一部として設計されるも

のであり、「組織の目的をどう達成するか」という

視点から捉えられる。

　一方、「役割」とは、機能をベースに決められ、社

会的または組織的な期待に結びつけられること

が多い。組 織全体の機能が決まり、それを前提

に、それぞれのポジションの人に期待される行動

や責任の範囲を指す概念である。具体的にマネ

ジャーを例にとれば、チームの目標達成をサポー

トする、メンバーの育成をおこなう、業務の進捗を

管理するなど、マネジャーとして果たすべき仕事が

挙げられる。この「役割」は、組織にとって必要な

　フランスの鉱山経営者であり、経営学の礎を築

いたファヨールは、事業経営における「管理」という

観点から「マネジメント」を捉え、これを組織運営の

極めて重要な機能として位置づけた。ファヨールは

「マネジメント」は、以下の5つの要素で構成される

と定義している。

　ファヨールの理論は、組織をコントロールするた

めの明確な機能を描き出したものであり、近代的

な経営学の基盤となった。しかし、現代のマネジメ

ントは、この「管理」のフレームワークだけでは十分

に説明できない複雑性を含んでいる。

　カナダの経営学者ミンツバーグは、ファヨールの

理論に対して批判的な視点を示している。「ファ

ヨールのモデルは、正式な権限を行使して組織を

コントロールするという、マネジャーの一側面しか捉

えていない」と述べ、現実のマネジャーが直面する

複雑な状況を無視していると指摘した。そして、マ

ネジャーの日常業務を観察し、計画や分析では説

明できない非定型的な活動の連 続 性を記録し

た。彼の理論は、現場での混沌とした現実を理解

するための補完的な視点を提供するが、これもす

べてを包括するものではない。

　日本企業において、これまでに組織デザインの

観点からのマネジメントの機能見直しがまったくお

こなわれてこなかったわけではない。代表的なも

のとして1990年代の「フラット化」が挙げられる。

当時、「従業員の能力開発」に、その拡大が負の影

響を与えたことが指摘されている。

　これまでの研究史において、「マネジメントの機

能」はどのように語られてきたのだろうか。事業戦

略に基づいた組織戦略は、経営学では「組織デ

ザイン」とされ、事業部制や機能別組織、マトリクス

組織などが有名だ。学問分野としては「組織構造

論」として実践的な研究が進められてきている。

　経営学における「マネジメント」は、特定の要素に

分割され研究されることが多く、リーダーシップや

意思決定に焦点を当てる試みは盛んである。一方

で、実務におけるマネジメントは、複数の要素が複

雑に絡み合った存在として認識され、学術的な理

論が実務に適用しづらい状況がある。このギャッ

プは、経営学が標準化や再現性を追求する一方

で、実務では直感や経験に基づく「職人芸的」なア

プローチが求められることから生じる。

　スウェーデンの経済学者スネ・カールソンは、マネ

ジャーの行動を「応用科学よりも実践の職人芸」と

評した。実務において、こうした職人芸が成果を生

む一方で、それを模倣することは困難である。

　数少ないながらも、「マネジメント」を包括的に捉

えようとした学者がいる。その代表がフランスのア

ンリ・ファヨールとカナダのヘンリー・ミンツバーグ

だ 。フ ァヨール の 『 産 業 な らび に一 般 の 管 理 』

（1916年） では、予測・計画、組織化、指揮・命令、

調整、統制という5つのマネジメントの機能が提示

された。このモデルは現代にも通じる基本フレーム

だが、ビジネス環境の急速な変化に伴い、補完的

な視点が必要となっている。

マネジメントの機能は

どのように語られてきたのか

マネジャーの役割ではなく、

マネジメントの機能への着目
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図表7  マネジメントの機能見直しのプロセス

外部環境の変化 経営戦略の見直し 各組織の機能の見直し

マネジメントの機能の見直し

し、戦略・計画を策定するが、プロジェクト型では、

現場での課題の仕入れがより重要になる。「組織

化」の観点では、プロダクト型（管理型）では横断

的なチーム編成が求められるのに対し、プロジェ

クト型では柔軟な組織デザインを採用し、部門間

の協働を促す仕組みが不可欠となる。「指揮・命

令」では、プロダクト型（管理型）がトップダウンの

指示命令系統であるのに対し、プロジェクト型で

はチーム同士が共通のビジョンや目標を持ち、意

見交換が活発におこなわれる環境づくりが重要

となる。「調整」では、プロダクト型（管理型）は、上

からの調 整 になるが、プロジェクト型では、メン

バー間で共有された目標に沿って調整する。「統

制」についても、プロダクト型（管理型）は基準か

らの逸脱をチェックし、安定した運営を重視する

が、プロジェクト型では、権限を委譲し、個人の自

発性を引き出すことで、より機動的な意思決定が

おこなえるようにすることが求められる。

　本プロジェクトではマネジメントを再編させた10

社の企業にインタビューを実施し、それぞれの事

例を分析した。次章では、このうち、事業構造が

変化したことで、マネジメントの機能を大きく変化

させた2社の事例を紹介する。これまでの議論を

踏まえ、事業の変化がどのようにマネジメントの変

化をもたらしたのか、見てみよう。

　マネジメントの機能をどのように編みなおすの

か。この問いに対する明確な答えを持つ企業は

多くない。マネジメントだけを見ていても、機能の

見直しを進めることはできない。これまでに見て

きたように、マネジメントの機能の見直しにおいて

は事業環境にあわせて組 織全体の中で果たす

べき、構造的・制度的な働きに着目することが求

められる。

　図表７にあるように外部環境の変化を捉え、コ

アコンピタンスを核としながら経営戦略を見直し、

各組織の機能を適応させていくことが不可欠で

ある。

　例えば営業組織で決まった商品について顧客

ニーズにあわせた提案内容を考え、商品を販売

する「プロダクト型（管 理 型）」のマネジメントと、

オーダーメイドで顧客にあった商品を検討して納

品する「プロジェクト型」のマネジメントでは、マネジ

メントに求められる機能は異なる。それと同様に、

同じ組織であっても変化する外部環境によってマ

ネジメントの機能は異なる。特に、グローバル市場

の拡大やデジタル化の進展により、マネジメントの

機能の柔軟性と適応力がこれまで以上に重要に

なっている。

　前述したファヨールの５つの機能に沿って違い

を見てみると、プロダクト型（管理型）の組織にお

ける「予測・計画」は、経営が長期を見据えて予測

マネジメントの機能は

どのように編みなおされるのか
日本企業の「マネジメントの機能」の見直し

～フラット化がもたらした課題

明治大学専門職大学院グローバル・ビジネス研究科専任教授
野田 稔

バブル崩壊後の1990年代前半から後半にかけて、多くの企業がフラット化を進めま
した。あるメーカーでは、従来の部長、次長、課長、係長、主任というきめ細かい階層
を見直し、グローバル展開に伴う各国の法制度や商品の多様性に対応するため、腕の
良いマネジャーを現場の技術者として投入しました。これにより、複雑化する工数に
対応することを目的としていました。

しかし実際には、上層部がこれまで以上に階層化し、ミドルマネジメントが担っていた
機能が失われました。そして、その結果、2つの大きな問題が発生しました。一つは、
人材育成が滞ったことです。本来は部下に任せるべき仕事を、上層部が自ら引き受け
るようになり、部下が育つ機会が失われました。もう一つは、業務の改善が進まなく
なったことです。以前はマネジャーが全体を俯瞰し、無駄やプロセスの問題点を見つ
けて業務を改善していましたが、ミドルマネジメントが空洞化したことで、それが機能
しなくなってしまいました。

限委譲が必須であることを組織の誰しもが理解

しただろう。一部の管理階層を削減した結果、情

報の流れが滞り、意思決定のスピードが落ちた事

例も少なくない。マネジャー層が減ったことで、部

門間の連携が希薄になったという課題も浮上し

た。意思決定プロセスの簡略化を狙ったはずが、

逆に判断の曖昧さを生み、現場の負担を増大さ

せたケースもあった。

　この事例からも学べる通り、マネジメントを機能と

して捉えなおすには、事業環境にあわせて組織全

体の中で果たすべき、構造的・制度的な働きに着

目する必要がある。特に複雑性を増す事業環境

における、ファーストラインを担うマネジャーにしか

任せることのできない課題の仕入れなどの機能を

どのように見直せばよいのか。単に役割を減らす

のではなく、組織に必要なマネジメントの機能を

明確化することが重要だ。以降で詳しく見ていこう。

　1990年代のフラット化について、当時、コンサル

タントとして大手企業の変化を間近に見ていた野

田稔氏（明治大学専門職大学院グローバル・ビ

ジネス研究科専任教授）に当時のフラット化の課

題を聞いた。

　野田氏が語る当時のケースからは、マネジメント

の機能が失われたことによる人材育成の滞り、グ

ローバル展開への対応という機能を優先させた

ことで、事業全体を俯瞰する機能が欠落し、日々

の業務改善機能が失われたことが問題点として

挙げられている。これは、組織にとっての中長期

のマネジメントの機能を認識せず、個人の役割だ

けを見直したことで組織にとって最も大切な機能

が失われたということではないだろうか。マネジメ

ントの機能が認識されていたら、マネジャーが技

術者としての役割を担ったとしても、これまでにマ

ネジメントが担ってきた業務改善機能について権
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自己強化

バランス

売上向上の
ための投資①④

②

売上目標と
現状の差

売上目標

①

④

②

③

売上向上施策

利益 ③

売上

売上

02
CHAPTER

CHAPTER 2では、システム思考で活用する因果ループ図を活用し、マネジメントの機能に着眼した組織
改革の事例を分析していく。システム思考とは、物事を個別の要素ではなく、相互に影響を与え合う全体
的な仕組みとして捉え、その要素間のつながりを可視化する思考法である。この方法の利点は、複雑な問
題の根本原因を構造的に捉えることができる点にある。一方、従来の論理思考は要素を分解するアプ
ローチのため、相互依存性を捉えにくい課題がある。個別の要素へのアプローチは有効な場合もあるが、
システムの構造を変えなければ根本的な原因の解決にならず、一時的に成果はあがっても持続的な改善
にはならない。そのため、物事を動的に捉えることができるシステム思考を用いた分析は、複雑なマネジメ
ントの機能に関する問題を解決するための有効な手法である。

システム思考でひもとく、マネジメントの機能の複雑性

因果ループ図とは、システ
ム内に含まれるフィード
バック構造を分析するため
の図式分析ツールである。

逆に、売上が減ると利益も
減る。利益が減少すると投
資も減るので、売上はます
ます減るという方向に変化
することもある。

バランス型フィードバック・
ループを見ると、①売上目
標と現状の差（が広がる
と）→②売上向上施策（例
えば、新たな広告やキャン
ペーンなどの施策がとられ
る）→それによって、③売
上（が向上）→④売上目標
と現状の差が縮まることが
予想される。

自己強化型フィードバック・ループを見る
と、①売上向上のための投資（をすると）
→②売上（が増え、売上が増えることで）
→③利益（が増える）→利益が増えること
で、さらに④売上向上のための投資がで
きることが確認できる。

自己強化型フィードバック・ループ

バランス型フィードバック・ループ

因果ループ図を活用した
ケース分析 追求や目的を維持する力を持つループである。こ

のループは、システムの目標に向かって動いてい

くプロセスを示している。ループ図の中央に、どち

らのループなのかを明記したり、このループ自体

に名称を付けることもある。なお、本レポートでは、

読者が 理解しやすいように、各要素に順番と強

弱を表した矢印を用いて説明していく。

　 複 数の 要 素をつな げ て い くと、システム内 に

フィードバック・ループが形成される。このループに

は、「自己強化型」と「バランス型」の2種類がある。

第1の自己強化型ループは、変化を増幅する力を

持つループである。このループは成長や破壊など、

一方向の変化がさらに同じ方向へ進むプロセス

を示している。第2のバランス型ループは、目標の

因果ループ図の読み方

01
POINT

構
造
で
捉
え
る

02
POINT

動
的
に
見
る

　システム思考の特徴の2つ目は、「動的に見る」こ
とである。物事の構造を分解して静的に捉えるので
はなく、その変化や時間的な流れを考慮して見るこ
とが重要となる。システム思考では、システム内の要
素とそれらの関係を動的に捉えることで、システムが
どのように変化し、相互作用を及ぼし合うのかを把
握することができる。具体的には、因果ループ図を用
いて、ある要素の変動が他の要素にどのような影響
を与え、その結果がさらに最初の要素にどのような
影響を及ぼすのかを分析する。これにより、物事を
スナップショットのように静的に見るのではなく、要
素間の関係性や全体の動きを動的に捉えることが
可能になる。そして、単なる原因と結果の関係ではな
く、全体の流れを深く理解することができるようにな
る。結果として、問題を本質的に捉え、長期的で効果
的な改善策を検討することが期待される。

　システム思考の特徴の1つ目は、物事を「構造で捉
える」ことである。システム思考では、要素に注目す
るのではなく、それらの関係性やつながりに焦点を
当てる。物事を一つの要素としてではなく、相互に作
用し合う全体の構造として理解することで、表面的
な問題だけでなく、根本的な原因や影響を把握する
ことができる。例えば、企業運営をしていくうえで生
じる売上や業績の向上、組織の構造やマネジメント、
コミュニケーション、組織文化などの要素がどのよう
に関係し、影響し合っているのかを理解することで、
より効果的な改善策を検討する手助けとなる。
　また、構造的に問題を捉えることで、改善策が一
時的な解決にとどまらず、長期的な成果につながる
可能性が高くなる。要素間の関係や全体の構造に注
目する視点は、複雑な問題を扱ううえで非常に有効
であり、企業を取り巻く複雑な状況下において、問題
を根本から解決していくために不可欠な視点である。

a

a + b

a + c

b

c
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バランス 1

業績

業績目標
との差

成功パターンの
精度とスピード

縦型の
マネジメント

勝ち筋再生産ループ

業績目標

③

②

①
⑤

④

Before

　丸井グループでは、以前は「上意下達」の縦型マネジメントが根付いていた。部長や店長は業務管

理や労務管理のウエイトが高く、部下からも明確な指示を求められる傾向があった。過去には職場

に男性が多かったこともあり、「店長＝おやじ」として絶対的存在とされ、指示に従う文化が浸透して

いた。過去の成功体験に沿って、ミスなく正確かつ迅速に業務を遂行する縦型マネジメント下で非常

に成果が出ており、組織にとって当たり前のことと捉えられていた。

指示を重視した「縦型マネジメント」と文化

この因果ループ図では、①業績目標との差→②縦型のマネジメント→③成功パターンの精度とスピード→④業績→⑤業績
目標との差（が縮まる）、という一連の流れを「勝ち筋再生産ループ」と呼ぶ。勝ち筋再生産ループは、バランス型ループであ
り、縦型マネジメントが業績目標を達成しているプロセスを表している。

丸井グループ
Case
MARUI GROUP CO., LTD.

以前のマネジメント

　丸井グループは、「対話の文化」や「手挙げの文化」を醸

成し、メンバーの主体性を促進する企業文化の変革に成

功した企業である。同社が展開する商業施設の「渋谷モ

ディ」では、体験型テナントの展開やポップアップイベント

を通じ、多様な体験を提供している。

　かつて丸井グループでは上意下達の文化が根付いてお

り、過去の成功体験に基づき、ミスなく迅速に業務を遂行

する縦型マネジメントが通例だった。しかし、2009年およ

び2011年3月期に赤字転落を経験し、業績回復を目指す

中で、外部環境の変化に対応ができない組織文化が根

本的な原因だと考え、組織文化変革に取り組んだ。

　これを受け、丸井グループは社員の「やらされ感」を払

拭し、変化に対応しイノベーションを生み出し続けること

ができる企業文化を目指した。「手挙げの文化」を通じて

中期経営推進会議やグループ間職種変更異動、新規

事業提案の機会を提供。経営陣と現場に近い社員の

距 離を縮めることで、経営方針の浸 透を図った。また、

評価制度ではパフォーマンスとバリューの二軸評価に

改正し、業績に基づく評価だけではなく、バリューにか

かわる上司、同僚、部下による360度評価を採用し、上

司が部下を支援できているかも評価に反映される仕組

みを構築。これらの取り組みにより、社員の自主性が高

まり、近年ではフラットな組織体制のもと、「支援型のマ

ネジメント」をさらに推進し、働く人の主体性ややりがい

を重視する組織づくりに取り組んでいる。ここからは、丸

井グループにおける渋谷モディを一例として、どのように

ファーストラインのマネジメントに向き合い、進化を遂げ

てきたのかを紹介する。

1

一般的に、縦型マネジメントとは、上位
から下位へ指示や命令が下る、階層的
な組織形態と言われる。こうした上意下
達な組織では、トップダウンによる意思
決定が特徴であり、上層部が方針を決
め、中間層を通じて現場の社員に伝え
実行させる。縦型マネジメントでは、明
確な階層構造がつくられ、業務の効率
化が期待された。
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バランス 1

バランス 3

自己強化 2

業績

価値

業績目標
との差

成功パターンの
精度とスピード

顧客が体験
する場の質

縦型の
マネジメント

勝ち筋再生産ループ 信頼性希薄化ループ

①⑥

①

⑦

②

③

④

⑤

業績目標

バランス 1 自己強化 2

業績

価値

顧客が体験
する場の質

勝ち筋再生産ループ 信頼性希薄化ループ

業績目標

一人ひとりの
やりたいことを
実現するループ

働く人の充実感、
楽しさ

支援型の
マネジメント

成功パターンの
精度とスピード

縦型の
マネジメント

業績目標
との差

⑥

⑤

④

③②

Issue

この因果ループ図では、①業績目標との差→②支援型のマネジメント→③働く人の充実感、楽しさ→④顧客が体験する場
の質→⑤価値→⑥業績→⑦業績目標との差（が縮まる）のループ、という一連の流れを「一人ひとりのやりたいことを実現
するループ」と呼ぶ。このループはバランス型ループであり、社員一人ひとりの「自身が仕事のうえで期待されていることの
理解」「職場で自身が尊重されている実感」「強みを活かしたチャレンジ」を実現するために、支援するマネジメントが働く人
のやりがいや楽しさ、顧客が体験する場の質を高めることによって、業績目標を達成するプロセスを表している。

この因果ループ図では、②縦型のマネジメント→③顧客が体験する場の質→④価値→⑤業績のループを信頼性希薄化
ループと呼ぶ。このループは、自己強化型ループであることから、顧客が体験する場の質、価値を下げ続ける力がかかって
いることを表している。

縦型マネジメントを強化しても顧客が体
験する場の質が低下する悪循環が生じて
いた。顧客体験の質の低下は、価値や業績
回復の妨げともなり、組織全体に悪影響
を与えていた。

業績を上げるために、かつての成功体験
である縦型のマネジメントを強化すれば
するほど社員間の信頼関係が希薄化する
ループが加速し、業績目標との差が広がっ
てしまう。 顧客が体験する場の質を上げるため、社員が自分自身の「好

きなこと」「やりたいこと」を仕事に活かせるような環境づくり
が進められた。仕事とプライベートが良い意味で融合し、創造
性を発揮してチャレンジができるよう、好きなことを活かす機
会を支援する「支援型マネジメント」へと転換がなされた。

支援型のマネジメントが機能するために、ビジョンと戦略に一貫したマネジ
メントへのメッセージ、それにあわせたパフォーマンスとバリューの二軸評
価を採用。業績に基づく評価だけではなくバリューに紐づく360度評価制
度の追加、グループ間職種変更異動やグループ公認プロジェクト、新規事
業の提案などへの「手挙げ文化」など各種施策を複合的に導入している。

勝ち筋再生産ループによる業績を引き上
げる力が強い時期は、組織は変化しづら
い。しかし、信頼性希薄化ループによる業
績を引き下げる力の方が強くなった場合、
転換を迫られる状況が生まれる。

以前のマネジメントの副作用

　丸井グループは、業績の回復には根本にある企業文化の変革が必要だと考え、働く人自身が仕

事に自主性や楽しさを感じられるような企業文化を目指した。

　当時は過去の成功体験にとらわれ、目先の利益追求をしていった結果、成果主義が強まっていた。

その影響により個人間で成果を競い合うことになり、社員間の信頼関係が希薄だった。また、上意

下達の縦型マネジメントは働く人の充実感を失わせ、副作用として組織全体の業績を下げる要因と

なっていた。

New System新しいマネジメント

　現在、丸井グループは「支援型のマネジメント」に転換している。店長や部長をはじめとする管理職

は従来の縦型マネジメントから一人ひとりの「好きなこと」「やりたいこと」を仕事に活かす環境づくりを

目指している。特に、社員の主体性を促す「手挙げ制」を導入し、中期経営推進会議やグループ間職

種変更異動、新規事業提案など、社員の自主性を発揮する様々な機会をつくった。これにより、経営

陣と現場に近い社員の距離が縮まり、経営方針が現場に浸透しやすくなっている。また、評価制度

ではパフォーマンスとバリューの二軸評価を導入し、短期的な成果に基づく評価だけではなく、バ

リューにかかわる上司、同僚、部下による360度評価をおこない、上司が部下を支援できているかも

評価に反映される仕組みを構築した。こうした取り組みにより、メンバーの自主性が高まり、フラットな

組織体制と相まってイノベーションを生み出せる組織になってきている。

社員の主体性を引き出す「支援型のマネジメント」「縦型マネジメント」強化が招いた業績悪化
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まとめと考察

ゆめみ
Case
YUMEMI Inc.

　2000年に創業したゆめみは、DX 推 進やシステム・

アプリ開発、内製化支援、プロダクトデザイン支援をお

こなうエンジニア＆デザイナー企業である。受賞歴とし

て、「Developer eXperience AWARD 2024」で4

位、「Findy Team+ Award 2024」では3年連続で

開発生産性が優れた企業として選出されている。現在は

社員約400名規模に成長し、国内最大級のティール組織

とも言われている。

　ゆめみのマネジメントの機能の変革は、3段階で見直さ

れてきた。第1に、2011年のシステムの大規模障害を機

に、ヒエラルキー組織からマネジャーの役割を分散するマ

トリクス組 織に転換したことである。この仕組みにより、

職能や事業部を組み合わせた柔軟なオペレーションと専

門性の向上が実現し、資源を効率的に活用しながら市

場の変化に迅速に対応できる体制を整えた。このことに

よって、社員はプロジェクトに専念できるようになり、高難

易度の案件にも対応可能な組織力を得た。

　しかし、2018年に組織を数百名規模から1000名規模

に拡大を目指す過程で課題が表面化した。これが第2の

契機である。承認プロセスの形式化や意思決定のばらつ

き、PM（プロジェクトマネジャー）への権限集中による脆弱

性が明らかになり、「Quality & Agility」の維持が困

難になった。第3に、これを打開するため、「アジャイル組織

宣言」を通じて役割と権限の分散を推進した。個人や職能

グループの自律性を高め、相互補完の「共依存」チームを

構築することで、組織の柔軟性と連携を強化した。以降で

は、これらの3つの契機を踏まえ、ゆめみがどのように事

業に即したマネジメントへと変革してきたのかを紹介する。

2
主体性を引き出す仕組みによる

持続的成長の実現

　丸井グループにおける渋谷モディの事例は、企業が環境変化に適応し、持続的に成長する

ためには、成功体験に基づく「縦型マネジメント」をやめ、新たな「支援型マネジメント」による根

本的な進化が必要であることを示している。ファヨールの指揮・命令に照らすと、トップダウンの

指示命令系統から、個人の主体性を引き出す支援への転換ともいえよう。かつての縦型マネ

ジメントは、正確さと迅速さを重視し、成功を収めてきた。しかし、この成功体験に依存した結

果、働く人の自主性が失われ、業績回復を目指した施策がむしろ組織全体のパフォーマンス

を低下させる事態を招いた。この失敗は、トップダウンによる指示命令が、変化の激しい時代

において組織の限界を露呈することを物語っている。

　特に、成果主義を導入した際に起きた出来事は、意味深い。成果を個人間で競わせたことで、

一時的な業績向上が期待されたものの、結果的には社員同士の信頼関係が希薄になり、組織

全体の一体感が失われた。競争を強める仕組みが逆効果をもたらすことがあるという教訓を、

この出来事は物語っている。

　丸井グループは、これらの問題を克服するために企業文化の変革に着手した。「手挙げの文

化」による自主性の引き出しや、「支援型マネジメント」を推奨し、評価制度ではパフォーマンス

とバリューの二軸評価を採用。業績に基づく評価だけではなくバリューに紐づく360度評価

を通じた上司と部下の関係性の見直しは、単なる制度変更ではなく、組織のあり方そのものを

変革したものであるといえよう。「好きなこと」や「やりたいこと」を尊重し、それを仕事に結びつけ

る取り組みは、社員の意欲を高めるだけでなく、個人の能力を最大限に活かす仕組みを組織

内に定着させることに役立っているように見受けられる。

　この事例から得られる重要な点は、過去の成功体験に固執する企業は環境変化に適応で

きず、競争力を失うということである。縦型マネジメントのような管理重視の手法は、安定した

時代には有効であったが、変化のスピードが加速する現代では、柔軟性と迅速な意思決定を

求められる環境に対応できない。組織が持続可能な成長を目指すためには、社員一人ひとり

の主体性を活かす仕組みが不可欠である。「管理から支援へ」という転換は、単に現場の士気

を高めるだけでなく、組織全体の競争力を強化する結果をもたらした。2023年4月から、丸

井グループでは一部の部署で「課長のいない組織」＝「チーム制」を試験的に導入した※。これ

により、課長を組織の長という位置づけから、チームのサポーターとして一人ひとりに寄りそう

体制に変更し、自律自走する組織づくりに挑戦している。こうした取り組みは、まさに企業が変

化の中で生き残り、新たな価値を創造するための道筋を示している。個人の力を組織の力に

変える仕組みづくりこそが、未来の企業経営において重要な姿勢の一つであるといえる。

※ 株式会社丸井グループ 「CO-CREATION 共創経営レポート 2023」 P.64-65.
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バランス 1

組織として
遂行できる
プロジェクト
の難易度

目標A
との差

プロジェクト
への集中度

マネジャーの
役割分散 マトリクス組織の

縦の力への偏り、
個への依存

成長機会の偏り、
サービス品質の
ばらつき

目標Bとの差
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1000人規模でも

Quality & Agility

高難度PJ遂行ループ

⑤
①

②

③

③

④

⑤
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バランス 1
目標A
との差 プロジェクト

への集中度

マネジャーの
役割分散

高難度PJ遂行ループ

目標A ： 要求される
プロジェクト難易度

⑤

③

④
⑥

②

①

組織として
遂行できる
プロジェクト
の難易度

Before Issue以前のマネジメント

プロジェクトマネジメントに加え、収益管理やメンバーのマネジメントなど多岐にわた
る業務を一人のマネジャーが担い、それぞれがトレードオフの関係にあった。例えば、
目標を達成するためには工数削減が求められるが、同時に顧客満足を維持するには
メンバーへの負担増が避けられない。そこで、役割を分散することで負担を軽減し、
プロジェクトへの集中度を高めた。その結果、難易度の高いプロジェクトも組織として
遂行できるようになった。

　従来型のヒエラルキー組織を見直す契機となったのは、2011年のシステムの大規模障害であった。

この出来事をきっかけに、組織はホラクラシー型の考えを参考にしながら、マネジャーの役割を分散す

るマトリクス組織を導入した。一般的にマトリクス組織とは、職能や事業部など異なる組織形態をかけ

合わせることで、柔軟なオペレーションや専門性の向上を実現するとされる。この仕組みによって、組織

間の壁を越えて資源を効率的に活用し、変化する市場やプロダクトのニーズに早期に対応する体制を

整えた。その結果、社員はよりプロジェクトに専念できるようになり、難易度の高いプロジェクトにも対応

可能な組織力を持つようになった。

この因果ループ図では、①目標A：要求されるプロジェクトの難易度→②目標Aとの差→③マネジャーの役割分散→④プロ
ジェクトへの集中度→⑤組織として遂行できるプロジェクトの難易度→⑥目標Aとの差（が縮まる）、という一連の流れを
「高難度PJ（プロジェクト）遂行ループ」と呼ぶ。このループは、バランス型ループであり、マネジャーの役割分散がプロジェ
クトへの集中を高め、その結果、組織として遂行するプロジェクトの難易度を高めることにつながり、目標Aを達成するプロ
セスを表している。

大規模障害を契機に、プロジェクト型組織へと進化

2014年、役割分散型のマトリクス組織を導入した。そ
れまでのマネジャーに過剰な負担を強いる体制は、離
職や役職の辞退を招く原因となっていた。この課題を
解消するため、役職ではなく役割を基盤とした組織設
計へと移行。これにより、職能や事業部を横断する柔
軟な体制を構築した。

組織の拡大が、承認プロセスを形式化
させ、機動力を低下する恐れやPMの
自由度によるばらつきが、組織全体の
機動力を低下させる恐れがあった。

　役割の分散は順調に進んでいたが、2018年に当時の数百名規模から1000名規模への組織拡大

を目指す中で、いくつかの課題が浮上した。組織が拡大すると、承認プロセスが形式化し、意思決定に

ばらつきが生じるため、機動力が低下する恐れがあった。また、マトリクス組織内でPM（プロジェクトマ

ネジャー）の権限が強まり、個々に依存することで、組織の脆弱性やサービス品質のばらつきが生じる

可能性もあった。従来のマネジメントでは難易度の高いプロジェクトには対応できるが、1000人規模

になった場合、顧客への提供価値「Quality & Agility」が維持できなくなるため、マトリクス組織の

限界に直面した。

組織の拡大に伴うマトリクス組織の限界

従来の役割分散によるマトリクス組織のま
までは、目標Bとの差が広がってしまい、目
標B：1000人規模でもQuality & Agilityを
維持できないことが予想された。

以前のマネジメントの副作用

マネジャーの役割分散により、マトリクス組織
内でPMの権限が強まり、個々への依存度を高
めてしまい、結果的に組織の脆弱性やサービス
品質のばらつきが生じる可能性が懸念された。
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高難度PJ遂行ループ
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④
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バランス 2 アジャイル
組織ループ

目標A ：
要求される
プロジェクト
難易度

New System
役割と権限の分散による

組織の変革

　ゆめみの事例には、企業が成長や環境変化に適応するためにマネジメントを変え

ていく姿が示されている。2011年のシステムの大規模障害を機にマトリクス組織を

導入し、柔軟性と専門性を高めた点は、従来型の経営モデルが抱える課題を克服す

る有効な手段であった。資源の効率的な活用や迅速な市場対応を実現したこの取り

組みは、短期的には成功を収めたが、2018年に組織のさらなる拡大を目指す中で

その限界が明らかになった。規模の拡大に伴い、意思決定のばらつきやPMへの権

限集中による脆弱性が見込まれ、マトリクス型だけでは対応が難しい状況に直面し

たことは重要な教訓である。

　この状況に対し、「アジャイル組織宣言」による権限分散の推進は、効果的な解決

策であった。アジャイル組織の導入は、迅速な意思決定を可能にし、変化に適応する

力を強化した。単なる役割分散にとどまらず、意思決定権を個人レベルにまで広げた

ことで、組織全体の自律性と機動力を大幅に向上させた。この取り組みは、従来の

トップダウン型マネジメントの限界を克服し、変化する市場環境に迅速かつ柔軟に対

応できる体制を築いた点で、画期的であるように思う。しかし、同時に権限分散や柔

軟な組織体制の導入には注意も必要であり、組織全体でのコミュニケーションや協

力体制の強化が欠かせない。従業員が主体的に役割を果たし、共に成長し合う文化

を育むことが、持続的な成功につながるのである。

　ゆめみでは、個への依存を問題視するのではなく、それを強みに転換した点は注目

に値する。個々の能力を最大限に引き出し、互いに補完し合う共依存のチーム環境

を整備したことで、単なる構造改革では実現し得ない組織文化の変革を達成した。

この変革により、「Quality & Agility」の両立を図りつつ、競争力を高めたゆめみ

のアプローチは、現代の組織運営において注目すべき点の一つである。

　一方、アジャイル型組織の導入は万能ではない。権限分散が進むことで統制が難し

くなり、方向性の不一致や責任の所在が曖昧になるリスクが潜む。また、アジャイル導

入の成否は組織文化や市場環境に強く依存するため、他企業がゆめみの成功をそ

のまま模倣することは現実的ではないだろう。各企業は自社の特性にあわせた柔軟

なマネジメントの選択が必要となる。

　ゆめみのケースは、事業成長に伴う課題に直面した際、従来の仕組みを見直し、現

代的なマネジメント手法を積極的に取り入れる柔軟性の重要性を示している。ファ

ヨールによる5つの機能に照らせば、権限と責任の種類が再割り付けされ、そのうえ

で、従業員を作業要員としてではなく、一人ひとりが主体となって取り組むことを可能と

する仕組みを導入したこの事例は、変革を目指す企業にとって有益な参考となるだろ

う。改革を恐れず、新たな挑戦を続ける姿勢が、変化の激しい時代における企業の持

続的成長につながることを示している。

　2018年に「アジャイル組織宣言」がおこなわれ、役割分散に加えて権限分散が進められた。この結

果、個人や職能グループの自律性が向上した。以前のマトリクス組織では、縦と横の分散が完全には

機能せず、横の機能が働くためには縦の意見や力を必要としたが、権限分散により自律性が高まり、

縦・横の完全な分散が可能となった。また、個への依存という副作用を受け入れ、逆にそれを有効に活

用することで、一人ひとりが個性を発揮できる環境を整え、互いに依存し合う共依存のチームへと変化

させた。このように、権限分散を加えることにより、個への依存を望ましい方向に転換し、チーム全体の

協力がより強固なものになった。

この因果ループ図では、⑤目標Bとの差→⑥役割分散と権限分散→⑦個人や職能グループの自律性→⑧マトリクス組織の
縦・横の完全分散と共依存→⑨目標Bとの差（が縮まる）、という一連の流れを「アジャイル組織ループ」と呼ぶ。このループ
は、バランス型ループであり、役割分散と権限分散をすることが、個人の職能グループの自律性を高め、マトリクス組織の
縦・横の完全分散と共依存を高め、目標Bを達成するプロセスを表している。

個への依存を有効活用しながら、権限分散を

新しいマネジメント

「ティール組織」を参考に、従来の承認プロセスに代わり、新たに助言プロセスを導入した。助
言プロセスとは、意思決定をおこなう際に関係者や専門家から助言を受けることである。それ
を体現した仕組みの一つが全社員があらゆる意思決定をおこなえる制度「全員CEO制」。ただ
し、関係者からの助言（批判・応援・質問など）を受けたうえで、自ら意思決定する必要がある。

「人材配置」「業務支援」「教育」「採用」など
の各分野において、役割と権限を分散させ
た。さらに、メンバー全員が主体的に役割を
選択できる手挙げ制の委員会を導入した。
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図表8  マネジメントを変革した10社
注釈 ： 上記は、リクルートワークス研究所HP「マネジメントはどう変わる」　https://www.works-i.com/research/project/management/change/index.html
原稿中より抜粋し、再編集したものである。カルビー社の事業上の背景は見直しをおこなった当時の社長へのインタビュー記事より引用した。
https://www.works-i.com/works/item/w126-sinka.pdf

イオン内で新たにネット
スーパーを立ち上げ、既存
モデルとは違うビジネスモ
デルの創出・拡大を目指し
ている。

多国籍間のグローバルビジ
ネス、不確実性が高まる中
で、幅広く、素早く環境変化
を捉える必要がある。

「売らない店」を戦略の中心
に据えた事業モデルの転
換。

急成長する事業への対応。 世の中の変化スピードの
加速。

ルーティン作業のデジタル
化。積極的にAIを活用し、ヒ
トにしかできないことに注
力できるように対応している
最中。

コア事業と戦略事業を明
確に分離し、それぞれの特
性に応じたマネジメント手
法を導入。戦略事業には
リーダーシップを強く求め、
柔軟性のある組織設計を
推進。

社員一人ひとりの「好き」や
「得意」を引き出し、現場の
声を反映した事業づくりを
推進。リーダー層が寄りそう
マネジメントへとシフト。

部門ごとのマネジャーの負
荷を分散することで、迅速
な意思決定を可能に。行
動規範をベースにリーダー
層を育成しながら、課題解
決力のある人材を現場に
配置。

事業上
の背景 

マネジメント
の変化

変化を支える
仕組み

マネジャーに「コーチング」
と「キャリア・カンバセー
ション」を重視した役割を
追加。

イオンネクスト内における
『統一用語』を用いた言葉の
定義や「話を聞く」「仲間を
認める」「正直」を基本とし
たコミュニケーション、さら
にトップが会社の価値観を
本音で直接働き掛ける。

戦略事業では、明確で力強
いビジョンを設定して丁寧
なコミュニケーションを図
ることで、個人の「強み」を
引き出す。

「対話」と「共創」を重視し
た組織文化を醸成し、メン
バーが主体的に行動できる
環境を整備。

戦略立案と営業の分業を
進めるとともに、行動規範
を共通言語とするフィード
バックやコミュニケーション
を徹底することで、失敗に
強く新しいことに挑戦でき
る組織を構築。

全社員を対象にした「ブ
ルーポイント」制度を活用
し、感謝の循環を促進す
る。また、年初に実施する
「チェック・ポイント」面談や
営業が利用するツール内で
の活動内容・成果をデータ
で可視化することで、本来
ラインが取り組みたいコー
チングや支援などに取り組
めるようにする。

社名 イオンネクスト ラクス 日本アイ・ビー・エム AGC 丸井グループ

既存事業の規模拡大。新し
い事業を生み出し続けるこ
とによる成長。

システムの大規模障害。マ
ネジメントの役割を分散し
なければ限界が来る。

地ビールブームの終焉、EC
販売の拡大、パワフルリー
ダーシップの限界を認知。

2009年創業者経営からの
脱皮。簡素化・透明化・分権
化の推進。

経営上の課題として、個人
にも採算意識を持たせる
ため、個人別管理会計（現
行のWill会計）を始める。

既存事業・改善活動・新規
事業の３つを促進。業務改
善案や新規事業提案の場
を構築し、「既存事業で成
果を出すこと」と「考えて提
案すること」を支援。

権限を分散させ、役割ベー
スの組織設計を導入。承
認ではなく、助言プロセス
を実現。マネジメントの機
能を「人材配置」「業務支
援」「教育」「採用」などに
細分化。 

ファシリテーション型の
リーダーシップを採用し、7
人前後のチーム単位での
組織運営を実施。

1on1面談を活用し、個々の
キャリア形成を支援。課を
超えた連携を促進するた
め、「お兄さんお姉さん制
度」、社内自主勉強会の場
を支援。

事業上
の背景 

マネジメント
の変化

変化を支える
仕組み

官僚的な統治から脱却し、
個々の「意思」を基準に、
業務の自由や異動の自由、
勤務事業所の自由を実現
した。加えて、独自の報酬
システム（Will会計）を導入
したことによって、マネ
ジャーの負担を軽減。

個人の成長を支えるため、
オープンなコミュニケー
ション文化と新規事業に向
けたアイデア提案の仕組み
を活性化。

全員がマネジメントの機能
を任意に選んで分担し、プ
ロジェクトを担うチームを
後方支援。

チームビルディングの導入。
ユニットを細分化し、ユニッ
トディレクター、メンバーに
権限を委譲し一人ひとりの
主体性を重視。

メンバーの自律性と自主性
を引き出し、モチベーション
を高めるための学ぶ「場」を
提供し、上司とメンバーの
間で継続的な対話を重視。

社員の自律性を重視し、個
人と組織が協働するWill
会計やオークション制度
を確立。

社名 レバレジーズ カルビー ディスコ ゆめみ ヤッホーブルーイング

CHAPTER 1では、マネジメントの機能という概念に着目した。1916年にファヨールが示した予測・計画、組織
化、指揮・命令、調整、統制という現代にも通じる５つのマネジメントの機能を確認し、複雑性を増した現代にお
いてはアップデートの必要があることを指摘した。CHAPTER 2では事業戦略の変化によってマネジメントの
機能を変えた丸井グループおよびゆめみのケースを分析した。丸井グループでは、「管理から支援」への転換、
ゆめみは、「トップダウン=>マトリクス=>アジャイル」という転換が見られることを提示した。このCHAPTER 3

では、10社のケースからファヨールの5つの機能にとどまらない、新たなマネジメントの機能を抽出する。

　CHAPTER 2で示したように、丸井グループ

とゆめみは、事業変化に応じて独自のマネジメン

ト変革を遂げてきた。丸井グループは、「物を買う

場」から「体験の場」へ転換する中で、従 来の縦

型マネジメントがもたらす硬直性や成果主義によ

る組 織の分断に直面した。これらを解決するた

め、「寄りそうマネジメント」へ移行し、「個の自律支

援機能」を果たすために、マネジャーは、メンバー

の「好き」「やりたい」を引き出す役割を担った。

　一方、ゆめみは2011年のシステムの大規模障

害を契機に、マトリクス組 織を導入し、高難度プ

ロジェクトへの対応力を強化。しかし、2018年

の組 織拡大で限界が露呈し、権限分散とアジャ

イル組織への移行を進めた。個人の自律性を高

め、共依存型のチーム文化を形成。これにより、

迅速かつ柔軟に市場変化へ対応できる体制を

確立した。

　両社の事例は、事業の進化に応じたマネジメン

トの再設計が、組織の成長と競争力の維持に不

可欠であることを示している。

　次に、事業環境や戦略の変化に対応した10社

の事例をもとに、事業変化とマネジメントの機能

の変化を見ていく。

事業変化に伴う
マネジメントの機能の再編

ジーズは、事業の急成長に伴い、マネジメントの権

限分散や役割の再定義を推進している。

　事例企業がマネジメントの機能を再編した背景

には、急速なデジタル化、グローバル化、事業モデ

ルの転換、新規事業の拡大がある。これらの要

因が従来のマネジメントの変革を促している。

　イオンネクストはデジタル化の進展に伴い、業務

効率化と新規事業創出のために迅速な意思決

定を実現する目的で、個人の自律支援機能を強

化。ヤッホーブルーイングやカルビー、丸井グルー

プは、事業変革に伴い、チームやメンバー主体の

マネジメントへ見直した。ゆめみやラクス、レバレ

　10社は、トップダウン型マネジメントを一部残し

つつ、現場の判断力を活かし、組 織の柔軟性を

高めるマネジメントへと移行している。その変化の

方向性は、大きく以下の3つに分類できる。

1. 現場の判断力を高めるマネジメント

　デジタル化やグローバル化の進展により、迅速

な意思決定が必要な企業は、マネジメントの現場

対応力を強化する動きが見られる。ラクスは、急

成長する事業のスピードに対応するため、マネジメ

ントのガイドラインを明示している。

2. 組織構造の見直しと役割の明確化

　組織の規模拡大や事業領域の多様化に伴い、

組織構造を柔軟に再設計する動きも活発になっ

ている。

　AGC は、コア事業と戦略事業を分離し、それ

ぞれの事業特性に適したマネジメントを採用。ゆ

めみは、業務分担を細分化し承認プロセスを助

言プロセスへ転換。権限の分散により、柔軟な組

織運営を実現している。ディスコは、2003年に

部門ごとのWi l l会計を始め、さらに個人にも採

算意識を持たせるため「個人別管理会計（Wil l

会計）」を導入し、社員が自ら業務を選択できる

仕組みを構築。マネジャーの役割を従来の管理

者から、メンバーの意思を尊重する支援者へと変

えている。

3. チーム成果の最大化を目指すマネジメント

　チームの自主性や協力関係を強化し、組織全体

の成果向上を目指す手法も重要視されている。

　カルビーは、先輩 メンターによる「お兄さん・お

姉さん１on1」を導入し、メンバー間のサポートを

強化 。部門を超 え たつな が りを促 進した 。ヤ ッ

ホーブルーイングは、ユニットディレクターによる

ファシリテ ーション 型リーダーシップを採 用し、

チーム単位での成果を最大化する体制を確立。

日本アイ・ビー・エムではチーム全体で助け合う

企 業 文化を醸 成 するための 仕 組みを構 築して

いる。

0310社のケースから読み解く、
マネジメントの機能
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　次にここまで見てきたような企業の成長や事業

環境の変化に対応するために求められるマネジ

メントの主要な機能について、事例企業の取り組

みをもとに解説する。

　組 織が成長し続けるには、変化する市場環境

に適応し、柔軟なマネジメントを実践することが不

可欠である。市場や技術の変化を先読みし、迅速

な意思決定をおこなう体制を整えることが求めら

れる。また、現場の課題や顧客ニーズを把握し、

事業戦略に反映させる仕組みも重要となる。組

織の設計や役割分担を最適化し、個々の能力を

引き出すことで、パフォーマンス向上につながる。

さらに、データ活用やデジタル技術を取り入れ、成

果の可視化や業務改善を推進し、戦略の効果的

な実行を支援する。新規事業の創出や個々の成

長支援を通じ、持続的な発展を促すことも重要

だ。このように、変化を前提としたマネジメントを実

現することが、持続可能な組織づくりと企業の競

争力強化の鍵となる。

　各企業には、組織の適応力を高める、以下10

のマネジメントの機能が見られている。

市場や技術の変化、競争環境の変動を先読みし、組織が適応できるよう備える機能。
AGCでは戦略事業とコア事業を分離し、変化する市場環境に迅速に対応できる体制を構築し、領域
の違いによってマネジメントのあり方を変えている。
丸井グループは、組織の柔軟性を重視しつつ、環境変化に応じた各自の意思決定を促進している。

1.  環境変化の予測

現場で発生する課題や顧客のニーズを的確に把握し、組織の戦略に反映するための分析をおこなう
機能。
レバレジーズでは、現場からの改善提案の促進、部署の全メンバーがかかわる業務改善提案機会の
設定・新規事業立案機会の設定がおこなわれている。

2 .  課題の仕入れと見立て

設定された戦略の進捗を管理し、成果を測定・改善する機能。
レバレジーズでは、既存事業のKPIマネジメントを徹底し、オペレーショナル・エクセレンスを追求。日本ア
イ・ビー・エムは成果の測定にはデジタル技術を活用している。活動内容や成果をデータとして可視化
し、進捗共有を随時実施。データを見ながらメンバーに対してコーチング・支援を実施している。

3.  戦略の実行管理

組織の構造や役割を定義し、最適なチーム配置や人材配置をおこなう機能。
AGCでは、「キャッシュを生み出すコア事業」と「育てていくべき収益性の高い戦略事業」を明確に分け、
それぞれにあわせたマネジメントを実施。
ゆめみでは、マネジメントの機能を細分化して全員が分担する、役割分散型の組織を採用し、個人の能力
を最大限に活かすフレキシブルな組織運営を実現。

4 .  組織デザイン

異なる部門やメンバー間の調整をおこない、組織全体の調和と効率性を高める機能。
ディスコでは、「個人別管理会計（Wil l会計）」を活用し、部門間の調整をスムーズに実施。日本アイ・
ビー・エムでは感謝を可視化するブルーポイント制度を導入し、社内連携を促進している。
カルビーは部署間での自主勉強会の場を運営。

5 .  調整と連携

組織の事業継続に影響を及ぼすリスクを特定し、適切な対応策を策定・実行する機能。
イオンネクストでは、ルーティン業務のデジタル化をおこなっている。ドライバーは 、AIを活用し、最適化
された順番に従って配達。社内センサーで問題点をスコアリングし、フィードバックをおこなう。

6 .  リスク管理と対応

組織内外の情報を適切に共有し、意思決定の精度を高める機能。
日本アイ・ビー・エムでは、各部門の代表が「Team Centric Culture（チームを中心とし他者への貢献を
志す文化）」について自部門の工夫や取り組みを共有。
ラクスではRLP（行動原則）＋ユニークネスに基づいたコミュニケーションを実施。社長自らRLPと社内
の出来事を紐づけて情報発信、人事・広報も社内報を通じてRLPを発信している。

7.  情報の共有と発信

メンバーのスキル向上やキャリア形成を支援し、組織全体の能力向上を図る機能。
カルビーは、「キャリア探究ノート」や1on1面談を通じて、メンバーのキャリア支援を実施。近い将来のあ
りたい姿を設定し、目標に向けたプロセスをメンバーと一緒に描いている。
丸井グループは、「手挙げ制」を活用し、社員が自らのキャリアを主体的に選択できる環境を提供している。

8 .  個の自律支援

チーム全体のパフォーマンスを最大化し、メンバーの協働を促進する機能。
丸井グループでは、「手挙げ制」でプロジェクトを組成。プロジェクトリーダーは話し合いで決定。相互に
助け合いやサポートし合いながらプロジェクトを推進している。
ヤッホーブルーイングでは、１チーム７人前後のチームで、メンバーの協働を促進。ファシリテーター型
リーダーシップを導入し、メンバーが成果を出せるようにアシストする。

9.  チーミング

新しい事業の機会を見つけ、具体的な計画へ落とし込む機能。
レバレジーズでは、事業部単位で、業務改善案、新規事業案の提案機会を設定し、新規事業の育成機会
としている。全社では「LEGO（ドラフト会議）」を実施、チーム単位での新規事業の提案をおこなう。
丸井グループでは、メンバー一人ひとりが好きなこと・やりたいこと・得意なことを仕事で実現できる組織
づくりを目指している。

10.  新規事業の創出支援

マネジメントの機能と
マネジャーの役割
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戦略の実行管理

定義 企業の事例

新規事業の創出支援

チーミング

個の自律支援

情報の共有と発信

リスク管理と対応

調整と連携

組織デザイン

課題の仕入れと見立て

環境変化の予測

市場や事業環境の変化を先読みし、組織
が適応できるように備える機能

現場で発生する課題や顧客のニーズを的
確に把握し、組織の戦略に反映するため
の分析をおこなう機能

設定された戦略の進捗を管理し、成果を
測定・改善する機能

組織の構造や役割を定義し、最適なチー
ム配置や人材配置をおこなう機能

異なる部門や個々の調整をおこない、組
織全体の調和と効率や効果を高める機能

組織の事業継続に影響を及ぼすリスク
を特定し、適切な対応策を策定・実行す
る機能

組織内外の情報を適切に共有し、意思決
定の精度を高める機能

メンバーのスキル向上やキャリア形成を支
援し、組織全体の能力向上を図る機能

チーム全体のパフォーマンスを最大化し、
メンバーの協働を促進する機能

新しい事業の機会を見つけ、具体的な計
画へ落とし込む機能

レバレジーズ
現場からの改善提案の促進、部署の全メンバーがかかわる業務改善提案機会の
設定・新規事業立案機会の設定がおこなわれている。 

レバレジーズ
既存事業のKPIマネジメントの徹底、オペレーショナル・エクセレンスの追求をおこなう。

ラクス
現場のリーダーが戦略を適切に遂行できるよう、権限を委譲しつつ実行状況をフォ
ローする態勢をつくっている。

日本アイ・ビー・エム
成果の測定にはデジタル技術を活用している。活動内容や成果をデータとして可視
化し、進捗共有を随時実施。データを見ながらメンバーに対してコーチング・支援を
実施している。 

AGC
「キャッシュを生み出すコア事業」と「育てていくべき収益性の高い戦略事業」を明
確に分け、それぞれにあわせたマネジメントを実施。

ゆめみ
役割分散型の組織を採用し、個人の能力を最大限に活かすフレキシブルな組織運
営を実現。

ディスコ
個人別管理会計（Will会計）を活用し、部門間の調整をスムーズに実施。

日本アイ・ビー・エム
感謝を可視化するブルーポイント制度を導入し、社内連携を促進している。

カルビー
部署間での自主勉強会の場を運営。  

イオンネクスト
ルーティン業務のデジタル化をおこなっている。AIを活用し、最適化された順番に
従ってドライバーが配達。社内センサーで問題点をスコアリングし、フィードバックを
おこなう。 

日本アイ・ビー・エム
各部門の代表が「Team Centric Culture（チームを中心とし他者への貢献を志す文
化）」について自部門の工夫や取り組みを共有。

ラクス
RLP（行動原則）＋ユニークネスに基づいたコミュニケーションを実施。社長自ら
RLPと社内の出来事を紐づけて情報発信、人事・広報も社内報を通じてRLPを発信
している。 

カルビー
「キャリア探究ノート」や1on1面談を通じて、メンバーのキャリア支援を実施。近い
将来のありたい姿を設定し、目標に向けたプロセスをメンバーと一緒に描いている。

丸井グループ
「手挙げ制」を活用し、社員が自らのキャリアを主体的に選択できる環境を提供して
いる。 

丸井グループ
「手挙げ制」でプロジェクトを組成。プロジェクトリーダーは話し合いで決定。相互に
助け合いながらプロジェクトを推進している。

ヤッホーブルーイング
１チーム７人前後のチームでメンバーの協働を促進。ファシリテーター型リーダー
シップを導入し、メンバーが成果を出せるようにアシストする。 

レバレジーズ
事業部単位で、業務改善案・新規事業案の提案→成長の機会に。会社全体で、
「LEGO（ドラフト会議）」を実施、チーム単位で新規事業の提案をおこなう。

丸井グループ
メンバー一人ひとりが好きなこと・やりたいこと・得意なことを仕事で実現できる組
織づくりを目指している。

図表9  事例企業における、マネジメントの10の機能 図表10  マネジメントの機能の変化

予測・計画

組織化

指揮・命令

調整

統制

環境変化の予測

課題の仕入れと見立て

情報の共有と発信

組織デザイン

チーミング

戦略の実行管理

調整と連携

リスク管理と対応

個の自律支援

新規事業の創出支援

丸井グループ
組織の柔軟性を重視しつつ、環境変化に応じた各自の意思決定を促進している。 

AGC
戦略事業とコア事業を分離し、変化する市場環境に迅速に対応できる体制を構築
し、領域の違いによってマネジメントの機能を変えている。 

担が不可欠となる。この再構築に向けた議論は、

次のCHAPTER ４で展開する。あわせて考えて

おきたいのは、マネジメントの機能を実現するため

の仕組みである。事例企業を見ると、より柔軟で

現場主導のマネジメントへの移行が進み、それを

実現する仕組みづくりも並行して進められている。

具体的には、権限の分散（助言プロセスやユニッ

トディレクター制）、評価制度の見直し（360度評

価）、情 報 共 有の強化（チェックポイント制度）、

チーム運営を可能にする関係性強化（ポイント制

度）、組織の価値観の言語化と浸透（5values

やリーダーシッププリンシプル）が挙げられる。

　これらの施策により、従来の階層的な管理から

脱却し、メンバーが主体的に動ける環境が整備さ

れつつある。組織の持続的成長には、こうした仕

組みを適切に活用しながら、環境の変化に応じ

た適応力を高めることが求められる。この議論に

ついても、次章で詳しく展開する。

　CH A PTER 4では、マネジメントの機能が最

大限に効果を発揮するための組織体制と、それ

ぞれの役割について具体的な提言をおこなう。こ

こでは、マネジメントの未来像と、それを支える組

織運営のあり方を詳しく考察する。

　これを以前のファヨールの管理型モデルと比べ

ると、図表10のようになる。同様の位置づけの機

能は、新たなモデルにも残っているが、その内容

は大きく変化している。また、個の自律支援や新

規事業の創出支援といった、従来のモデルには

なかった機能も加わった。より柔軟な組織運営が

求められるようになったことがその要因だ。

　特に、ファーストラインのマネジャーは、現場の最

前線で課題を仕入れ、それを組織の意思決定に

反映する機能を担う。しかし、問題の複雑化に伴

い、単なる問題点の指摘ではなく、構造的な要因

の把握が求められる。これに対応するため、企業

はデータ活用や組織の柔軟性向上を進め、新た

なマネジメントの機能を構築している。

　各企業は、事業の拡大や環境変化に適応する

ために、それぞれの事業戦略に基づきマネジメン

トを再編してきた。これら10の機能は、すべての

企業で一律に導入されるわけではなく、必要な

機能は異なる。こうした機能が効果を発揮するに

は、どのような組織体制で、誰がどの役割を担う

べきかを慎重に考える必要がある。既存の体制

のままで、すべてをファーストラインのマネジャーに

託すことは不可能であり、組織全体での支援と分
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解決策の設計と実行

図表11  マネジメントの機能を編みなおすプロセス

マネジメントの機能を見直すための部長の役割

問題の定義 構造の可視化 レバレッジ・ポイント
（介入点）の特定

結果の
モニタリングと適応 継続的な学習と改善

何が起こっているのかを明確にする。影響
を受けている人や組織を特定する。短期的
な症状ではなく、根本的な課題を探る。

要素間の関係性を明らかにする。フィー
ドバックループ（強化ループとバランス
ループ）を探る。

小さな変化で大きな影響を与えるポイン
トを見つける。短期的な対症療法ではな
く、長期的に機能する施策を考える。

解決策の設計と実行。短期・中期・長期の
視点で戦略を立てる。施策がシステム全
体に与える影響をシミュレーションす
る。小規模な試験導入（パイロット）をお
こない、フィードバックを得る。

結果のモニタリングとゴールの指標を設
定し、施策の効果を定期的に評価する。望
ましくない副作用が生じた場合、システム
の見直しをおこなう。フィードバックルー
プを活用し、持続可能な改善をおこなう。

一度の解決で終わるのではなく、システ
ムの変化を観察しながら適応を続ける。
ステークホルダーの意見を取り入れ、協
力しながら改善を進める。

例:「社員の離職率が高い」ではなく、「社
員のモチベーション低下が原因で離職が
増えている」といった視点。

例:「過重労働 → モチベーション低下 → 
離職増加 → 残った社員の負担増 → さ
らに離職」という悪循環を可視化。

例:「給料を上げる」のではなく、「業務プ
ロセスを改善して労働時間を適正化す
る」ことで持続的な改善を狙う。

例:離職率だけでなく、社員の満足度調査
も実施し、組織の健康状態を測る。

例:テレワーク導入が効果的だったが、コ
ミュニケーション課題が浮上したため、新
たに交流の機会を設ける。

4 6

1 3

例:「業務効率化ツールの導入」→「労働時
間の削減」→「モチベーション向上」→「離
職率低下」のシナリオを検討。
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最後に、マネジメントの機能をどのように編みなおすのか。本報告書の主題への提言を記しておきたい。
これまでに見てきたように、マネジメントの変革は、事業戦略上、組織にとって必要な機能を抽出したうえ
で、各人に任せる役割を決め、同時にそれを実現するための仕組みを検討する必要がある。

マネジメントの機能を
どう編みなおすのか

　誰がマネジメントの機能の再構築を担うのだろう

か、経営ボードなのだろうか、人事部門だろうか。

本プロジェクトでは、ファーストラインのマネジャー

の仕事を最も深く理解している事業部長こそが、

その役割を担うべきだと考えている。事業部長に

「どのような事業にしたいのか」という明確なビジョ

ンがなければ、適切な組織デザインを描くことは

困難である。さらに、そのビジョンを組織全体に共

有し、一貫性をもって実行することも求められる。

　まず、事業部長が事業戦略を描き、ファーストライ

ンのマネジメントの機能をどのように構築・最適化

するかを具体的に検討する。そして、このプロセス

では、マネジメントの機能を見直す中で、人事関連

施策もあわせて考慮する必要があるため人事部

門（事業部に対応するHRBP※等）との連携も欠

かせない。例えば、評価制度や人材育成の仕組み

が新たなマネジメントの機能と整合していなけれ

ば、組織全体のパフォーマンス向上は難しくなる。

適切な人事施策がなければ、新たなマネジメント

の機能が有効なものとならずに、結果として事業

の成長が停滞する可能性もある。

　細分化が進んだ組織では他組織との連携がう

まくいかない、コミュニケーションにかえって時間を

取られるといった課題が生じることが多い。事業

部長の「組織としてありたい像」が明確でなけれ

ば、マネジメントの機能の再構築は不可能だ。では、

マネジメントの機能をどのように編みなおすのか。

次に、全体のプロセスを詳しく見ていく。

　マネジメントの機能を編みなおすプロセスは、

以下のように描かれる。順に見ていこう。ファース

トラインのマネジメントの機能を見直すには、表面

的な事象ではなく根本的な問題を複数の視点か

ら特定する。その後、要素間の関係を可視化し、

優先すべきポイントを見極める。機能の優先順位

を決め、機能が決まったら、適切な担当者を割り

当てる。試験運用をおこない、新たな課題を特定

しながら改善を進める。モニタリング指標を設定

し、施策の効果を測定する。これにより、単なる対

症療法ではなく、組織の根本的な課題を解決し、

持続的な成長を可能にする。継続的な改善のた

めHRBPや人事と連携し、人事施策の見直しを

進め、組 織の適応力を高める。以下に具体的に

見ていこう。

● 問題の定義～構造の可視化
　プロセスの起点は問題の定義である。表面に見

える問題ではなく、問題を生じさせる構造的な要

因を捉え、短期的な症状ではなく、根本的な課題

を特定する。顧客対応に時間がかかるのはなぜ

か。いつも同じ競合に負けるのはなぜか。個人の

問題ではなく、組織の構造的な課題に目を向け

ることが重要だ。まず、問題に関係する要素（人、

仕事の進め方、制度など）を洗い出し、それらの相

互作用を分析する。「コミュニケーションの質」「過

度なルール」などの「要素」を挙げる。

　次に、構造を可視化する。言葉だけでなく、図に

描くことで要素間の関係性を明確にする。例え

ば、営業部門の売上未達が続く原因を悪循環の

図で考える。売上未達 → プレッシャー増加 → 

残業増加 → ストレス増 → モチベーション低下 

→ 売上減少といった因果ループを描くことで、表

面的な要因ではなく、長期的な影響を与える要

素を特定し、効果的な介入ポイントが見えてくる。

このアプローチにより、表面化していなかった問

題が明確になり、従 来の枠組みでは見落とされ

ていた根本原因の特定につながる。

● レバレッジ・ポイントを特定する
　影響力の大きい介入点を見つけ、適切に対策を

講じる。例えば、ストレス軽減のために業務の自

動化や支援体制の強化をおこなえば、悪循環を

断ち切ることができる。構造の中で、小さな変化

が大きな影響を生むポイントを特定し、望ましくな

いループを弱め、望ましいループを強化する方法

を考える。例えば、メンバーのモチベーション低下

が生産性の低下を招く場合、コミュニケーション

の改善や業務負担の軽減がレバレッジ・ポイント

になり得る。

●  マネジメントの機能を設計し、役割を決
める～結果をモニタリングし、継続的な改
善につなげる
　マネジメントの問題を解決するには、構造を可

視化し、レバレッジ・ポイントを特定したうえで、施

策を試し、効果を検証するプロセスが不可欠であ

る。特に、組織の課題に応じたマネジメントの機能

の再設計と役割の明確化は、持続的な成長と自

律的な組織運営につながる。

　施策実施後は、効果を定量・定性の両面からモ

ニタリングし、必要に応じて調整する。施策の運

用中に新たな課題が発生することもあるため、組

織の変化に適応できる仕組みを整えることが重

要だ。そのためには、H R BPや人事部門と連携

し、人事施策や組織運営の方針を定期的に見直

すことが有効である。また、現場のマネジャーに対

しても適切なフィードバックの仕組みを整え、マネ

ジメントの機能の改善サイクルを回していく必要

がある。これにより、単発的な施策から脱却し、組

織全体の持続的な成長が可能となる。

～未来のマネジメントに向けて～

マネジメントの機能の
再構築は誰が担うのか？

マネジメントの機能を
編みなおすプロセス

※ HRBP（Human Resource Business Partner）は、経営戦略と人事を統合し、
事業成長を支援する役割である。
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図表12  プロダクト型（管理型）組織とプロジェクト型組織のマネジメントの機能の違い

プロダクト型（管理型） プロジェクト型

環境変化の予測

課題の仕入れと見立て

情報の共有と発信

戦略の実行管理

チーミング

組織デザイン

調整と連携

リスク管理と対応

個の自律支援

新規事業の創出支援

フォアキャスト。経営が長期間を見据えて、予測し、
戦略・計画を策定する
立案、実行、評価がはっきりと区切られている

● 

● 

階層型組織を前提とした明確な役割分担
経営が組織の目標達成に向け、リソースを配分する

● 

● 

トップダウン型の指示命令系統、縦のコミュニケー
ションが中心
組織の権限・責任が明確、権限を通じて組織を動かす

● 

● 

各部門はそれぞれの機能を果たす。組織構造に沿っ
て、上から調整する
調整は上位管理職を通じて実施。意思決定はトップ
プレイヤーに集中する

● 

● 

基準からの逸脱をチェックする
結果にフォーカスし、目標とのギャップをモニタリン
グ、改善活動をおこなう

● 

● 

市場の規模や成長性を分析し、参入の可能性や競合
の状況を把握する
技術シーズや顧客の潜在・顕在ニーズをもとにビジ
ネスプランを策定し、仮説検証を実施する
その結果を踏まえ、経営トップが事業の継続可否
（Go/No-Go）を判断する

● 

● 

● 

信頼関係・助け合い・チームとしての結束の土台・風
土を構築する
マネジメントラインとは異なる社内ネットワークの構
築 （メンバー、勉強会など）
組織のミッション・ビジョンを基軸に、プロジェクト
チームが現場の視点から自発的にアイデアを創出し、
提案・推進をおこなう
プロトタイプの開発やマーケットテストを繰り返し、
フィードバックをもとに柔軟に軌道修正をおこなう

● 

● 

● 

● 

各チームや個人が自ら目標進捗をモニタリングし、
必要な調整をおこなう
プロセスを継続的に把握し、早い段階で軌道修正を
おこなう。チームや個人との対話・FBを重視する

● 

●

チーム同士が共通のビジョン・目標・KPIを共有し、
自然に方向性をそろえる
部門を超えたフラットなコミュニケーション、情報共
有などを実施

● 

●

動機づけ・支援を通じて組織目標を達成する
権限委譲し、個人の主体性・自発性を引き出す
行動指針・valueに基づいて行動を促す

● 

●
●

柔軟な組織デザインにより、組織の境界を超えた協
働を促し、自律性とスピードを高める
機能ごとの縦割りを超えて、顧客価値や課題にあわ
せて流動的にチームを編成する

● 

●

明快なビジョンを設定し、バックキャストで計画を策
定する
現場の知見・アイデア・意思を積極的に取り込む
複数のシナリオを想定し、短期間で見直しをおこなう

● 

●
●

※ プロダクト（管理）型組織とプロジェクト型組織について
従業員規模300人以上の部長のうち、部下に自身が人事評価の評価者となっている課長クラスの管理職及び一般従業員を有し、かつ、自身が勤務する会社のマネジメントに生じ
ている問題に対して、解決できることがあると考えている者（n=2097）に対して、規則文化、集団文化、革新文化、競争文化の４つからなる企業文化を測定する尺度（北居・鈴木, 
2006）を参考に、自社の企業文化を測定。12項目について、最尤法（バリマックス回転）による因子分析をおこない、固有値の変化と解釈可能性の観点から２因子構造とした。第
１因子を「プロダクト（管理）型組織」　（職場で求められているのはルールや規則の順守である、職場では厳格な規則や手続きにしたがって人々が行動しているなど）、第２因子
を「プロジェクト型組織」（職場で重視されているのは新たなニーズの開発である、職場で求められているのは革新と発展であるなど）とした。

　より具体的に営業部門の業績向上を目的とした

マネジメントの機能の再設計について事例をもと

に記そう。

1. 課題の特定
　業績不振とチーム内の機能不全

　ある企業の営業部門では、売上目標の未達成

が続いていた。背景として以下の課題があった。

 ・ 役割の不明確さ：マネジャーとメンバーの業務

範囲が曖昧で、意思決定が属人的になっていた。

 ・ フィードバックの不足：パフォーマンス評価が不

透明で、成長機会が見えにくい。

 ・ 業務プロセスの非効率性：ルーチン業務が多く、

本来の営業活動にリソースを割けていない。

　これらの課題を解決するために、マネジメントの

10の機能を参考に、組織の再設計を実施した。

2. マネジメントの機能の再設計
　注力すべき機能と役割の明確化

　マネジメントの10の機能の中でも、まず営業部

門の業績向上に直結する機能に注力する。

　以下の3つを優先的に整備する。

（1）課題の仕入れと見立て
営業現場の課題を把握し、組織の戦略に反映す

る機能。

セールスリーダーの役割
 ・ 各営業メンバーからの情報を集約し、課題を特

定。

 ・ 市場の変化を捉え、営業戦略や新規事業の検

討に活かす。

（2）戦略の実行管理
設定した営業戦略の進捗を管理し、成果を測定・

改善する機能。

マネジャーの役割
 ・ 売上目標に基づいた戦略の策定・調整。

 ・ KPIを設定し、施策の効果を管理。

（3）情報の共有と発信
営業部門内外の情報を適切に共有し、意思決定

の精度を高める機能。

営業サポートチームの役割
 ・ 営業データを整理し、マネジャーやセールスリー

ダーに提供。

 ・ 顧客情報のリアルタイム共有を支援。

 ・ 課題の把握 → 戦略の実行 → 情報共有を

強化し、営業部門の業績向上を目指す。

 ・ 試験運用をおこない、必要に応じて他のマネジ

メント機能も強化する。

3. 施策の試験運用と効果検証

　3ヶ月間の試験運用を実施し、以下の成果を確

認。

定量的評価
 ・ 商談時間の増加（+20%）

 ・ 売上成長率改善（前年比+15%）

定性的評価
 ・ 「意思決定が迅速化し、動きやすくなった」

 ・ 「目標達成のイメージが明確になった」

4. 課題の調整と最適化

 ・ セールスリーダーの負担増大 → 簡易報告ツー

ルを導入し、負担を軽減。

 ・ 営業サポートとの連携不足 → 定例ミーティン

グを実施し、情報共有を強化。

5. 施策の定着と継続的な改善

　運用ルールを正式導入し、指標をモニタリングす

る体制を構築。組織の課題を継続的に仕入れ、

適応する仕組みを整え、持続的な成長を目指す。

　まず、「どのような事業にしたいのか」というビジョ

ンを明確にし、問題を構造的に捉え、レバレッジ・ポ

イント（影響力の大きい介入点）を特定する。その

後、ファーストラインで強化すべき機能を決定し、適

切な体制や担当者を明確にする。

　これにより、組織の課題解決が体系的に進み、

継続的な改善が可能となる。

　マネジメントの機能は組織戦略によって異なる。

次に、組織戦略ごとのマネジメント機能の違いを見

ていく。

マネジメントの機能の再設計

　マネジメントのアプローチは、プロダクト型（管理

型）とプロジェクト型で大きく異なる。プロダクト型

（管理型）の組織は、組織の安定性と継続性を重

視し、明確な計画と階層的な管理のもとで運営さ

れる。一方、プロジェクト型の組織では特定の課題

や目標にコミットしながら変化への対応を重視し、

柔軟な組織設計と分権的な意思決定を特徴とする。

　調査結果※からは、プロダクト型の要素が強い

組織とプロジェクト型の要素が強い組織とで、パ

フォーマンスに影響するマネジメントの機能が異

なっていることが明らかになっている。

　図表12は、プロダクト型（管理型）組織とプロジェ

クト型組織におけるマネジメントの各機能の内容に

ついて示したものである。

組織戦略による
マネジメントの機能の違い
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　このアプローチにより、マネジャーが「課題の仕

入れと見立て、それを事 業の見直しに反映する

こと」に注力できる環境を整えられる。その結果、

組 織はより適切な事業戦略の立案と実行が可

能となり、変化する環 境に迅 速に対応できる体

制を構築することが可能になる。

　CHAPTER 3でも触れたように、マネジメントの

機能の見直しを実行するためには、それを支える組

織としての仕組みづくりが不可欠である。企業の成

長フェーズや組織文化に応じて最適な仕組みを整

え、マネジャーが本来の役割に集中できる環境を整

備することが求められる。事例企業の取り組みから、

以下のような主要な仕組みが導入されている。

1. 情報の透明化と可視化
　マネジメントの機能の適切な発揮には、情報の

透明性が不可欠である。ディスコでは、Will統治

の仕組みを活用し、社員の業務の成果や貢献を

可視化することで、マネジメントの公平性と納得

感を向上させている。また、ゆめみでは、助言プ

ロセスを導入し、全社員が意思決定に関与でき

る仕組みを整え、組織内の透明性を高めている。

2. 権限委譲と自律的な意思決定の促進
　ファーストラインのマネジャーに過度な負担が

集 中 する こ とを防 ぐ た め 、権 限を分 散し 、メン

バーに意思決定の裁量を持たせる仕組みが重

要となる。カルビーでは、1on1の強化やエンゲー

ジメントスコアの活用を通じて、メンバーがキャリ

アの方向性を主体的に考えられる環境を整えて

いる。また、ヤッホーブル ーイングでは、ユニット

ディレクター制を導入し、メンバーがリーダーシッ

プを発揮しやすい体制を整えている。

3. マネジメント負担の軽減と専門分野の分離
　マネジャーが本来の業務に集中するためには、

役割の分担が重要である。ゆめみでは、人材配

置、業務支援、教育、採用などに分解。手挙げ制

の「委員会」が担う仕組みを導入した。また、日本

　ここまで見てきたように、プロダクト型（管理型）

は、安定した組織運営と計画的な成長を重視し、明

確な階層と役割分担のもとで管理される。一方、プ

ロジェクト型は、環境変化に適応し、迅速な意思決

定と柔軟なチーム運営を実現するため、権限の分

散や自律的な運営を重視する。つまり、「環境変化

の予測」といっても、当該事業がどのような組織特

徴を持つのか、それにあわせて必要なマネジメント

の機能を言語化する必要があるだろう。

　ファーストラインのマネジャーだからこそ重視さ

れるのは、現場の課題を仕入れ、その課題を適

切に見立て、事業の見直しに反映することである。

これにより、事業戦略を現実に即したものとし、組

織の持続的成長を促すことができる。しかし、組

織運営には、メンバーが望む多様な働き方への

対応、日々発生する問題をすみやかに解決するこ

と、担当部署でのコンプライアンスや労務管理な

ど、必要ではあるが、課題の仕入れに注力すべき

マネジャーが担わなくてもよい役割が存在する。

では、これらの業務は誰が担うべきなのか。

　企 業の事 例を見てみ ると、こうした役割を「係

活動」として整理し、手を挙げた人がその係を担

う仕組みを導入している。例えば、ナレッジ共有

を推 進する役 割であれ ば「学習係」として運営

し、関心のあるメンバーが主体的に参加できるよ

う に する 。こ の よう に 、フ ァ ーストラ イ ン の マネ

ジャーが本来の業務に集中できるよう、組 織全

体で役割分担を最適化する動きが進んでいる。

　さらに、こうした係活動が有効に機能するため

には、ゆめみの事例にも見られるように、専門家

のバックアップ体制を整えることが 不可欠 であ

る。例 え ば 、人事 部門が 教 育係を支 援し、メン

バーが適切な研修プログラムを活用できるよう

にする、または経営企画部が業務改善係と連携

し、組 織全体の業務改革を支援するといった体

制が考えられる。このように、専門家の知見を活

かしながら、ファーストラインにいるマネジャーだ

けが 担うべきでない業務を分 散 することで、組

織の運営効率が向上する。

ファーストラインのマネジャーが
やるべきでない役割を誰が担うのか

マネジメントを支える仕組み

未来のマネジメントに向けた提案

アイ・ビー・エムでは、H R BPが人材管理や育成

支援を担い、事業部門のマネジャーが事業戦略

の実行に専念できるような環境を整備している。

4. 組織横断的な学習と知見の共有
　マネジメントの機能の継続的な強化には、組織

内でのナレッジ共有が欠かせない。レバレジーズ

では、新規事業の創出を促進するため、全社横

断のメディカルサミットを開催し、社員がアイデア

を発表しやすい環境を整えている。また、AGC

では、戦略事業とコア事業を明確に区別し、それ

ぞれに適したマネジメント手法を活用することで、

事業環境に応じた知見の共有を進めている。

5. 評価制度の見直しと適正なフィードバック
　マネジメントの効果を最大化するためには、適

切な評価とフィードバックが不可欠である。ラクス

では、ジョブディスクリプションを明確化し、役割

ごとに求められる成果を可視化することで、マネ

ジメントの負担を軽減している。また、ディスコで

は、評価制度を開かれたものにし、全社でフィー

ドバックをおこなう仕組みを導入することで、納

得感のある評価を実現している。

　CHAPTER 4では、マネジメントの機能の再設

計と最適化を通じ、持続可能な組織運営のための

取り組みを整理した。システム思考の考え方を用

い、問題の定義、構造の可視化、レバレッジ・ポイン

トの特定、マネジメントの機能の再構築、施策のモ

ニタリングと改善というプロセスを通じて、組織の

適応力を高める重要性を強調した。

　ファーストラインのマネジャーには、現場の課題を

適切に見立て、組織の成長につなげる役割が求め

られる。そのためには、必要な機能を明確化し、業

務負担を適切に分散することが不可欠である。ま

た、HRBPや人事部門と連携し、評価制度や権限

委譲の方針を整備することで、マネジメントの機能を

より効果的に実現できる。さらに、「係活動」の導入

や業務分担の最適化を進めることで、マネジャーが

本来の役割に集中できる環境を整えることが重要

となる。

　また、組織の性質に応じて、適切なマネジメント

手法も異なる。プロダクト型（管理型）とプロジェ

クト型では、環境変化の予測、戦略の実行管理、

情 報 共 有、意 思決 定プロセスの 仕組みが異 な

り、それぞれの特性に応じた適切な設計が求め

られる。

　今後、企業が持続的に成長するには、事業戦略

と組織戦略を連携させ、適応力のあるマネジメン

トの機能を構築することが不可欠である。機能の

再設計では、課やチームの編成を部長が主導す

ることが求められるが、組織デザインの視点が十

分でないことも多く、従来型のマネジメントが踏襲

されてしまう。マネジメントの編みなおしには、組織

を理解し、企業文化を熟知し、事業の方向性を踏

まえたうえで、最適な組織デザインを提案できる

人材が求められる。ファーストラインの機能は柔

軟に見直されることが望ましく、組織デザインは

極めて重要なリテラシーである。このスキルが不

足していると、企業の適応力が損なわれるケース

も少なくない。

　マネジメントを編みなおすとは、隙のない組 織

図をつくり各自の仕事を個業化させることではな

い。各自が独立して業務を遂行するのではなく、

連携しながら課題を解決できる仕組みをつくるこ

とが本質となる。そのためには、トップダウンで決

定された組 織 構造を適用するのではなく、現場

の声を反映しながら対話的なプロセスを通じて

最適な形を模索していくことが不可欠だ。

　また、マネジメントの編みなおしが停滞してしまう

と、新たな負担や過剰な管理体制が生まれるリス

クが高まる。マネジメントの仕組みは機動的に変

えていくものであり、環境変化に適応できる柔軟

性を持たせるべきである。そのためには、従業員

との対話を通じて課題を発見し、改善を重ねるプ

ロセスを持続的に実施することが望ましい。

　これからのマネジメントは、対話的なプロセスを

通じて形作られ、必要に応じて迅速に修正される

だろう。組織を変革するということは、一度決めた

体制を固定するのではなく、外部環境の変化に

応じて、動的に適応し続けることである。そのため

には、部長、H RBP、課長、そして現場の従業員

が協力し、組織の課題を異なる視点から継続的

に洗い出し、マネジメントの機能をアップデートし

続けることが求められる。

C
H

A
P

T
E

R
0

4

34 35



プロジェクトリーダー / 主任研究員   辰巳哲子

本 報告書 では、システム思考を随 所に取り入 れている。システム思考とは、マサ

チューセッツ工科大学（MIT）のピーター・センゲ氏の著書で世界で200万部を

突破している『学習する組織―システム思考で未来を創造する』の中で、学習する

組織をつくるために必要な５つのディシプリンの一つとして紹介されている考え方

だ。原因と結果を一対一の関係で見るのではなく、たくさんある要素間の相互の

つながりに着目する。相互のつながりに着目すると、現在起きている問題事象が、

誰か一人による原因で起こっているわけではなく、様々なつながりの中で共に創り

出しているものであることがわかる。

つまり、特定のマネジャーのスキル不足が問題なのではなく、そういう状況にさせて

いるものは何なのか、異なる視点を持った人々と一緒に考える必要があるというこ

とだ。上司、部下、経営者、他部署メンバーが見ている景色や大切にしている視点

は、それぞれまったく異なっているかもしれない。マネジメントがうまく機能せず、問

題が起きているとしたら、それぞれ の異なる視点を持ち寄り、「そうさせている構

造」を共有し、解決策を一緒に考えることによってしか、起こっている問題を解決す

ることはできないのだ。

今回の企業取材にご協力いただいた方々に本報告書について意見をお聞きしたと

ころ、「この報告書には一般的な考え方や方法が書かれているけれど、自社の解は

やはり自分たちで考えるしかないですね」と言われた。その通りだと思う。企業の経

営環境も、コアコンピタンスも事業戦略も異なる中で、自社に必要なマネジメントの

機能は自社で考えるしかない。各企業で働く人々の多様な視点を用いて、組織の

問題がどこにあるのか、事業をけん引する事業部長がイニシアティブをとって、自社

の強みを活かすマネジメントのあり方についての議論を継続することこそが、マネジ

メントを編みなおし続けられる強い組織にする方法だと考える。

マネジメントの解は

自社にしかない
―システム思考で編みなおす組 織のあり方

「マネジメント」を編みなおす研究プロジェクト
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● 調査概要

使 用した 調 査は 、インターネットモニター 調 査 である。従 業 員 規 模 300人 以 上の 企 業 の 部 長を対 象に実 施した

（n=2,097）。対象者は、部下に課長クラスの管理職や一般従業員を持ち、人事評価の評価者であり、自社のマネ

ジメント課題の解決を自身の仕事と考えている部長である。調査時期は2024年11月20日～25日であった。なお、

調査中ではマネジャーを「課長」と言い換えて尋ねている。
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